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第１章 序論 

1.1 高校生の抑うつの問題 

高校生のメンタルヘルスの問題に対する早期発見および早期対応のための具体的支援

の確立は，喫緊の課題といえる。高校生の自殺者数は増加傾向にあり，令和２年度の自殺

者数は 330 人を超えたことが報告されている（文部科学省，2021）。高校生の自死の理由

として，進路に関する悩み，学業不振に次いで，「病気の悩み・影響（うつ病）」が多く挙

げられている（文部科学省，2021）。日本の高校生のうつ病の推定有病率は 6.0～6.5%と高

く（山口・山口・原井，2009），思春期や青年期における抑うつは，成人後のうつ病発症や

長期的な心理社会適応の阻害を予測することが指摘されている (Clayborne, Varin, & 

Colman, 2019；Johnson, Dupuis, Piche, Clayborne, & Colman, 2018)。 

このような事態を鑑み，近年の学校現場においては，精神疾患や心理的不適応に対する

さまざまな予防的取り組みが行われている。たとえば，自殺予防を目的とした「SOS に関

する出し方教育」の推進や（文部科学省初等中等教育局児童生徒課長・厚生労働省大臣官

房参事官，2018），令和４年度から改訂された高校の学習指導要綱では保健体育にて「精神

疾患の予防と回復」が扱われたことなどが挙げられる。このような予防的取り組みが注目

されている背景には，18 歳未満で精神疾患を発症する割合が３～４人に１人と高いことや

（Merikangas, Nakamura, & Kessler, 2022），精神疾患に対する早期発見および早期治療

の必要性から，より早い段階で正しい知識と対処法を身に付けておくことで，現在あるい

は将来的な精神的健康に寄与することをねらいとしていると考えられる。 

このように，学校現場における予防的取り組みの重要性は注目されている。その一方で，

「予防的効果」をどのような手続きで，どのような基準に基づき評価するのか，といった

点に十分に議論されてこなかった。 

 

1.2 本邦における予防を目的とした心理的支援の実態 

予防について Caplan（1964）は，精神疾患の発症の予防と健康増進を図る一次予防，

早期発見と早期治療を行う二次予防，慢性患者の社会復帰と再発予防を目指す三次予防と，

三水準に分けて，その必要性を指摘している。本邦における予防を目的とした心理的支援

を学校現場に限定せず概観すると，各水準に応じた代表的な取り組みとして，一次予防に

おいては，ストレスに関する知識を身につけ，効果的なストレスコーピング方略を開発あ

るいは選択したり，リラクセーション法を習得したりするなどの，ストレスマネジメント

が挙げられる。特に 2000 年以降においては，健康日本 21 の施策に基づき，各地で一次予

防を目的とした研修会や，健康活動を推進するコーディネーターの養成，さらには 2015 年

12 月から始まったストレスチェック制度が行われてきた。二次予防においては，生活習慣

病や精神疾患の早期発見および早期対応をねらいとして，2008 年４月から始まった特定

健康診査・特定保健指導（いわゆるメタボ検診）が挙げられる。三次予防においては，治

療の過程における保険指導やリハビリテーションの提供などが挙げられる。近年では，う

つ病発症に伴う休職者を対象とした，復職支援や再発予防を目的としたカウンセリングも

多く実施されている。 

このような予防的な視点は，心理学を背景として支援を提供するうえで非常に重要であ

る。実際に，2015 年９月９日に公布され，2017 年９月 15 日に施行された公認心理師法の
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目的にも，「国民の心の健康に寄与すること」と，予防を含めることが明確に記載されてい

る（公認心理師法，2015）。さらに，公認心理師の職能団体である一般社団法人公認心理師

の会のウェブページには，公認心理師の主な活動領域として，心理検査，心理療法，デイ

ケアなどと並んで，「疾病予防やメンタルヘルス向上のための健康教育やストレスマネジ

メント」，「不登校やいじめに悩む児童への学校適応支援や予防のための取り組み」といっ

た，予防的支援が挙げられている（一般社団法人公認心理師の会，2019）。近年の本邦で

は，精神疾患による医療機関を受診した患者数が大幅に増加しており（厚生労働省，2017），

さらに自殺者数においてはうつ病患者が最も高い割合を占めている（厚生労働省社会・援

護局総務課自殺対策推進室・警察庁生活安全局生活安全企画課，2018）。予防的支援は，必

要な費用や時間といったコスト面において，治療よりもはるかに有益であることが指摘さ

れていることからも（Scileppi, Teed, & Torres, 2000），予防を目的とした支援のニーズは，

社会的に高まっていることがうかがえる。 

 

1.3 予防を目的とした介入効果の実証について現状と課題 

予防的支援に対する社会的関心は高まりつつある一方で，心理臨床領域の「予防」に関

する介入実践研究において，予防的効果の有効性を示す基準や根拠は必ずしも一定ではな

いという課題が挙げられる。心理臨床領域のなかでも，特に学校における予防研究につい

ては，数ヶ月から約１年程度といった期間のなかで測定が行われ，予防的介入の効果につ

いて検討されることが多い（小関・小関・中村，2016；小関・大谷・小関・伊藤，2014；

倉掛・山崎，2006 など）。また，介入前後にかけてのアウトカム変数の変化量のみを用い

て，有効性について検討されることも少なくない（石川・戸ヶ﨑・佐藤・佐藤，2010；及

川・坂本，2007 など）。この場合の問題として，結果的にアウトカム変数の変化がみられ

たとしても，それが介入によって得られた効果なのか，時期などの他の要因の影響による

結果なのかといった，余剰変数の影響が排除しきれないことが挙げられる。 

そこで，短い期間で予防的効果を評価するための工夫として，媒介要因が改善すること

で精神疾患の予防や症状の軽減が期待されるという考えに基づき，媒介要因をプロセス変

数として設定し，その変化を用いて介入の有効性について検討を行うことが挙げられる。

たとえば，伊藤・小関・小関・大谷（2015）では，心的外傷後ストレス障害（Post-Traumatic 

Stress Disorder；PTSD）の予防を目的とした介入において，増悪要因である否定的認知

の低減と，防御もしくは保護要因であるレジリエンスの向上をねらいとして，それぞれの

介入前後の変化量を用いて介入の有効性の検討を行った。否定的認知やレジリエンスとい

う変数は，状態的な変化を示す指標ではなく，日常生活では容易に変容することが少ない

特性的な変数として位置づけられている。このようなアウトカム変数に影響を及ぼす媒介

要因をプロセス変数として位置づけ，効果的に変容されたことが示されれば，長期的な効

果の維持が期待できると考えられる。 

以上のことから，比較的短い研究期間のなかでプロセス変数の効果的な変容に注目し，

有効性を実証することで，疾患や問題を予測する要因に対して，早期介入を行う具体的な

手続きの構築が可能になると期待される。米国医学研究所は，精神疾患の予防的介入にお

いて，発症に関連するリスクファクターの特定や，リスクファクター同士の関連の検討，

リスクを軽減させるための予防法の開発の必要性を指摘している（Mrazek & Haggerty, 
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1994）。先述した臨床心理学的支援における「予防」に関する研究の現状と課題を踏まえる

と，疾患や問題につながる媒介要因をあらかじめ調査研究などによって明らかにし，アウ

トカム変数に影響を及ぼす媒介要因をプロセス変数として設定することによって，プロセ

ス変数の効果的な変容が確認されれば，予防的効果の実証性と再現性の向上につながると

考えられる。さらに，プロセス変数に着目して予防的効果を検討することの利点として，

以下のような点が挙げられる。抑うつをはじめとしたストレス反応は状態的な変数であり，

介入以外の影響を受けて変化しやすい変数といえる。その一方で，認知行動療法で扱われ

ているような認知的変数および行動的変数は特性的な変数であり，対象者がそのときに直

面化しているストレッサーや置かれている環境，文脈などの影響を受けにくいと考えられ

る。また，抑うつに影響を及ぼす認知的変数および行動的変数に対するセルフコントロー

ル方略を平時から身に付けておくことで，災害などの非日常的なストレッサーに直面化し

た際の対処にも役立つことが指摘されている（Wachinger & Renn, 2010）。そのため，特

性的な変数をプロセス変数として設定することが，予防を目的とした介入において重要と

考えられる。 

このような観点を踏まえ，本博士論文においても，プロセス変数の効果的な変容に着目

し，予防的効果について検討を行うこととした。 

 

1.4 認知行動療法と，学校現場におけるストレスマネジメント 

認知行動療法では，プロセス変数の効果的な変容に着目することで，実証性と再現性の

担保を目指してきた。認知行動療法とは，個人がさまざまな出来事に対して，どのように

理解し，何を考え，どのように行動するかを取り上げ，問題の対処方法やセルフコントロ

ールを習得することを目的とする心理療法である（坂野，1995）。すなわち，問題行動や症

状の維持あるいは悪化をもたらす認知や行動に対して，介入によって何らかの操作を行い，

その結果として，問題行動の症状や改善が可能になると考えられる（坂野，1995）。たとえ

ば，抑うつをアウトカム変数とした場合，ベックの抑うつ理論（Beck, 1976）に基づけば

自動思考が，ティーズデールの理論（Teasdale, 1983）に基づけばスキーマが，プロセス

変数となりうる心理的変数として考えられる。したがって認知行動療法では，問題行動や

症状に影響を及ぼす認知や行動の効果的な変容が，治療目標の１つとなる（坂野，1995）。 

このような認知行動療法の観点に基づく，学校現場におけるストレスマネジメントは一

定の有効性が示されている（Hampel, Meier, & Kümmel, 2008；Kambara & Kira, 2021；

森田・野中・尾棹・嶋田，2015）。学校現場で実践されている，認知行動療法に基づくスト

レスマネジメントは，トランスアクショナル・モデル Lazarus & Folkman (1984）に基づ

いて作成されたストレスマネジメントモデル（嶋田，1998）を念頭に置き，認知的，行動

的，情動的コーピングを対処スキルとして学習させる志向性をもち，児童生徒のさまざま

な問題に対して，予防的に働きかけるといった特徴がある（嶋田・五十川，2012）。ストレ

スマネジメントモデル（嶋田，1998）とは，Lazarus & Folkman（1984）のトランスアク

ショナル・モデルに基づき提唱された，児童生徒の心理的ストレス過程に関するモデルで

ある。トランスアクショナル・モデルでは，個人の心理的ストレス過程について「先行条

件（ストレッサー）→認知的評価→対処行動（コーピング）→ストレス反応」という一連

の流れを想定しており，同様のストレッサーに直面してもストレス反応に個人差が生じる
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ことは，「認知的評価」と「対処行動」が影響していると説明されている（嶋田，1998）。

認知的評価とは，直面化したストレッサーがどの程度，その個人にとってストレスフルな

ものであるかを評価する過程であり，どの程度脅威があるか（脅威性の評価），どの程度害

をもたらすものであるか（影響性の評価），どの程度積極的に関与しようとするか（コミッ

トメントの評価），どの程度自らの力で対処可能であるか（コントロール可能性の評価）と

いった観点が影響する（Lazarus & Folkman，1984）。一方，対処行動とは，ストレッサ

ーに対処するために選択および実行される，認知的あるいは行動的努力と定義される

（Lazarus & Folkman，1984）。 

 このようなストレスマネジメントモデル（嶋田，1998）の観点を踏まえれば，ストレス

マネジメントによって，ストレッサーに対して効果的に対処するための認知的評価と対処

行動を学習させることで，ストレス反応を適応的な水準に維持あるいは低減させ，精神的

健康に寄与できると考えられる。すなわち，高校生の「認知的評価」や「対処行動」に相

当する，介入によって操作可能な変数をプロセス変数として位置づけ，その効果的な変容

を確認することで，抑うつに対する予防的効果の実証が可能となる。 

 

1.5 本博士論文における認知行動療法の位置づけ 

「認知的評価」や「対処行動」に相当する心理的変数を介入で操作するために，認知行

動療法ではさまざまな技法が用いられている。従来の認知行動療法に基づくストレスマネ

ジメントの主たる介入要素としては，①刺激への介入（環境調整など），②ストレッサーに

対する認知的評価への介入（認知的再体制化など），③対処行動への介入（ソーシャルスキ

ルトレーニングなど），④ストレス反応への介入，に分類することが可能とされている（嶋

田，2008）。このように，認知行動療法に基づくストレスマネジメントは，認知行動療法の

包括的な要素を含んでおり，介入目標や対象者に応じて，認知的技法と行動的技法のいず

れも用いられている。しかしながら，ストレッサーに直面化してからストレス反応を呈す

るまでに想定される心理的プロセスについては，認知療法と行動療法はそれぞれ異なる理

論体系を背景にもっているため，介入効果を検討するうえで，本博士論文における認知行

動療法の位置づけを明確にする必要がある。 

認知行動療法のなかでも，主に行動理論に基づく臨床的技法は行動療法として，実践や

知見が蓄積されてきた。行動療法は，新しい反応や行動の形成を条件づけの枠組みで捉え，

「刺激（ストレッサー）→反応（行動）→強化」という一連のプロセスを前提としたうえ

で，その行動に随伴する結果によって行動の生起頻度が維持もしくは変化するといった，

環境と行動の直線的な因果関係を仮定している（坂野，1995）。ストレスマネジメントにお

いては，行動的技法として，コーピングとストレス反応の関連性に関する心理教育，コー

ピングの多様性の理解，円滑な人間関係に必要なスキルの習得を目指すソーシャルスキル

トレーニング，自分に合ったコーピングスキルの獲得や実行を目指す問題解決訓練などが

あり（嶋田・五十川，2012），これらの技法によって，ストレッサーに対して適切に対処す

るためのスキルの習得を目指す。たとえば，「友人とトラブルがあった」という出来事（刺

激）に対して，「距離をおく」（反応）とすると，「一時的には衝突を避けられて安心するも

のの，友人との良好な関係が失われてしまう」（強化）といった結果が随伴する。その後も，

友人とのトラブルを解決するための方略が未学習あるいは誤学習の場合は，友人との関係
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修復などといった望ましい結果は随伴しないため，ストレス反応の維持や増大につながる

と考えられる。そこで，介入によって友人とのトラブルを解決するための方略を学習し，

実行した結果，友人との関係修復や喜びなどの快感情（強化子）が得られる。また，似た

ようなトラブルがあった際にも，学習した方略は維持もしくは増加（強化）するため，適

応的な行動パターンが形成され，ストレス反応の減弱につながると考えられる。  

その一方で，認知療法とは，Ellis の論理情動療法や Beck の認知理論の理論体系に基づ

き発展した，認知的技法の総称であり（坂野，1995），不適応につながる認知を同定し，認

知の多様性を身に着けるための支援を行うことを通して適応的な認知に気づくことで，適

応的な状況につながることを支援する一連の手続きを指す。ストレスマネジメントにおけ

る認知的技法とは，認知と情動の関連性に関する心理教育，認知の多様性の理解，出来事

に対する受け止め方の変容を目指す認知的再体制化などが含まれ，「出来事→認知（受け止

め方）→感情（気持ち）」という関係性を前提として，同じ出来事によってもさまざまな受

け止め方ができることや，受け止め方によって感情（ストレス反応）が変化することを学

習することをねらいとする（嶋田・五十川，2012）。たとえば，「友人とトラブルがあった」

という出来事に対して，「どうせ嫌われてしまっている。関係修復なんかできるはずがない

だろう」といった認知は，謝る，他者に相談する，といった問題を解決するための行動の

生起を阻害し，ストレス反応の維持や悪化をもたらす。そこで，介入によって出来事に対

するさまざまな受け止め方（認知）を学習することで，問題解決に取り組む行動が促進さ

れ，ストレス反応の減弱が期待できると考えられる。このように，認知という変数が，行

動が形成される一連のプロセスに組み込まれていると考えると，認知は刺激（ストレッサ

ー）と反応（行動）の関係性を説明するための媒介変数の一つとして位置付けることがで

きる（坂野，1995）。 

このような観点を踏まえ，本博士論文では行動的技法と認知的技法のいずれを用いる場

合においても，行動理論の観点に基づき，同一のストレッサーに対して介入前後の反応が

変化することを介入効果とする立場をとる。すなわち，本博士論文では，ストレスマジメ

ントによって適応的な認知的評価や対処行動を学習したことが確認できれば，日常生活に

おいて対処行動が増加し，介入前にはあるストレッサーに直面化した際に生じていたスト

レス反応が，介入後には同一のストレッサーに直面化してもストレス反応が生じない，あ

るいは減弱することが期待できると考える。 

  

1.6 本博士論文の目的と構成 

以上のことから，高校生を対象としたストレスマジメントにおける，抑うつに対する予

防的効果の実証のためには，プロセス変数の効果的な変容を確認することが重要と考えら

れる。そこで本博士論文では，高校生の抑うつに影響を及ぼす心理的変数をプロセス変数

として位置づけ，その効果的な変容を確認することで，高校生を対象としたストレスマネ

ジメントの抑うつ予防効果について検討することを目的とする。なお，本博士論文の構成

を，Figure１に示す。 
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1.7 本研究で用いる用語の概念的定義 

 本博士論文で用いる用語の概念的定義を，以下に示す。 

１．抑うつ 

 DSM-Ⅴ（American Psychiatric Association, 2013）において定義されているうつ病の

症状を，抑うつとして定義する。 

２．ストレスマネジメント 

ストレスに関する知識を身につけ，効果的なストレスコーピング方略を開発あるいは選

択したり，リラクセーション法を習得したりする技法の総称である。 

３．認知行動療法に基づくストレスマネジメント 

 ストレスマネジメントのなかでも，認知行動療法事典（一般社団法人日本認知・行動療

法学会，2019）に記載のある認知行動療法の技法を援用した実践を指す。ストレスマネジ

メントモデル（嶋田，1998）を念頭に，認知的，行動的，情動的コーピングを対処スキル

として学習させる志向性を持ち，児童生徒の様々な問題に対して，予防的に働きかけると

いった特徴をもつ（嶋田・五十川，2012）。 

４．ストレスマネジメントモデル 

Lazarus & Folkman（1984）のトランスアクショナル・モデルを基盤とする，ストレス

マネジメントにおいて前提となる児童生徒の心理的ストレス過程に関するモデルである

（嶋田，1998）。 

５．ストレッサー 

 個人が体験するストレスフルな出来事を指す。 

６．認知的評価 

直面化したストレッサーがどの程度，その個人にとってストレスフルなものであるかを

評価する過程と定義する。どの程度脅威があるか（脅威性の評価），どの程度害をもたらす

高校生を対象としたストレスマネジメントにおける，
プロセス変数の効果的な変容に着目した，抑うつの予防的効果の検討

研究４：活性化／回避に焦点を当てた
ストレスマネジメントの有効性の検討（介入）

研究３：被援助志向性に焦点を当てた
ストレスマネジメントの有効性の検討（介入）

Figure 1 本博士論文の目的と構成

研究１：高校生を対象とした認知行動療法に基づくストレスマネジメントのプロセス変数の検討（展望）

研究２：高校生の抑うつに影響を及ぼす認知行動的変数の検討（調査）

総合考察

研究５：被援助志向性および活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメントの有効性の検討（介入）
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ものであるか（影響性の評価），どの程度積極的に関与しようとするか（コミットメントの

評価），どの程度自らの力で対処可能であるか（コントロール可能性の評価）といった観点

が影響する（Lazarus & Folkman，1984）。 

７．対処行動 

ストレッサーに対処するために選択および実行される，認知的あるいは行動的努力と定

義する（Lazarus & Folkman，1984）。 

８．効果的な変容 

 抑うつに対して，防御もしくは保護要因として機能する心理的変数の介入前後にかけて

の増加，もしくは増悪要因として機能する心理的変数の介入前後にかけての減少と定義す

る。 

９．学級集団 

 公立高等学校の設置，適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律（2017）によって

定められている，上限 40 人の生徒の集団を指す。 
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第２章 研究１：高校生を対象とした認知行動療法に基づくストレスマネジメントのプロ

セス変数の検討 

2.1 問題と目的 

 近年，抑うつをアウトカム変数とした，高校生を対象としたストレスマネジメントは複

数実践されている。実際に，高校生を含む学校現場で実践されてきたストレスマネジメン

トには，小程度から中程度の効果サイズが複数のメタ分析によって示されている

（Horowitz & Garber，2006；Kambara & Kira, 2021；Kraag, Zeegers, Kok, Hosman, 

& Abu-Saad，2006；森田他，2015；Werner-Seidler, Perry, Calear, Newby, & Christensen，

2017）。しかしながら，これらのメタ分析においては，抑うつやストレス反応といったアウ

トカム変数の効果サイズの報告が中心となっており，プロセス変数の設定や内容について

は明らかとなっていない。高校生を対象としたストレスマネジメントにおいて，どのよう

なプロセス変数を設定することで抑うつ予防に有効性が期待できるのか，これまでの実践

を整理したうえで検討を行う必要がある。 

そこで本研究では，これまでに実践されてきた，高校生を対象とした認知行動療法に基

づくストレスマネジメントに関する介入研究を概観し，プロセス変数を抽出することを目

的とする。また本研究では，ストレスマネジメントの基盤であるストレスマネジメントモ

デル（嶋田，1998）に準じて，抽出されたプロセス変数を“認知的評価”と“対処行動”

に分類し，整理を行った。あわせて，国内で実践された高校生を対象としたストレスマネ

ジメントの効果サイズを算出し，介入効果についても検討を行うこととした。なお，本研

究では，高校生を対象としたストレスマネジメントの実践報告が少ないという指摘を踏ま

え（森田他，2015），アウトカム変数を抑うつに限定せず，PTSD 症状やストレス反応な

ど，精神的健康や心理的適応状態と関連性のある心理的変数を対象とすることとした。  

 

2.2 方法 

2.2.1  日本語文献の抽出のための CiNii および Google Scholar による検索 

論文データサービス CiNii および Google Scholar を用いた検索を実施した。「“予

防”OR“一次予防”OR“メンタルヘルス促進”OR“介入”OR“ヘルスケア”OR“ストレスマネジ

メント” “学校” “高校生”」による，キーワード検索を行った。該当した論文から，以下

の基準を用いて抽出を行った。該当基準は，①日本で実施された，通常学級に在籍する高

校生を対象としたもの，②学年や学級集団，部活動などの集団単位で実施されたもの，③

一次予防もしくは二次予防を目的とし，生徒にストレスマネジメントの知識やスキルを学

習させて精神的健康を維持もしくは促進させることを目的としたもの，④認知行動療法事

典（一般社団法人日本認知・行動療法学会，2019）に記載のある認知行動療法の技法を援

用したプログラム，であった。除外基準として，①学会発表抄録，②博士論文，③喫煙や

睡眠，栄養指導といった健康行動の促進を目的としているもの，④各種依存症や摂食障害

といった特定の精神疾患の予防を目的としているもの，⑤がんなどの生活習慣病の予防を

目的としているもの，⑥発達障害をもつ者を対象としているもの，⑦非対面で実施された

もの（オンライン，アプリ，動画など），⑧信頼性および妥当性を確認する手続きを踏まえ

て作成された心理尺度を用いた数量的評価を行っていないもの，であった。  

2.2.2  英語文献の抽出のための Google Scholar による検索 
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論文データサービス Google Scholar を用いて，「 “prevention”OR“mental health 

promotion”OR“intervention”OR“health care”OR“stress management” “school-based” 

“high school student” “Japan”」によるキーワード検索を実施した。適格基準および除外

基準は，日本語文献の抽出のための“CiNii”および“Google Scholar”による検索と同様であ

った。 

2.2.3 各論文の引用文献による検索 

以上の検索方法によって抽出された論文において引用されている論文と著者を対象と

し，同様の該当基準と除外基準を設定して収集を行った。 

2.2.4 ハンドサーチによる収集 

以上の検索方法によって抽出された論文以外にも，網羅的に論文を収集するため，同様

の該当基準と除外基準を設定してハンドサーチを行った。 

2.2.5 分析方法 

介入前後のアウトカム変数を測定する尺度の平均値と標準偏差に基づき，効果量として

Hedges’ g を算出した。効果量の基準として，0.20 で小さな効果量，0.50 で中程度の効果

量，0.8 で大きな効果量と判断した。 

メタ分析では，アウトカム変数を抑うつ，PTSD 症状，ストレス反応の３つのカテゴリ

ーに分類したうえで，各論文に記載されていた平均値と標準偏差，Ｎ数を基に算出した。 

なお，メタ分析および効果量の算出においては，統計解析ソフト IBM SPSS Statics 27

を用いた。 

 

2.3 結果 

2.3.1 対象者および実施形態 

 17 本の論文が抽出された（Table2-1）。抽出された論文のうち，15 本は日本語，２本は

英語で刊行されたものであった。 

抽出された論文における介入対象者は，高校１年生を対象とした研究が 10 本，高校２

年生を対象とした研究が４本，高校３年生を対象とした研究が１本，高校１年生と２年生

を対象としたものが２本であった。 

介入の実施形態としては，学級集団を対象としたものが 10 本，学年を対象としたもの

が１本，セッションごとに学級集団と学年を対象としたものが１本，部活動の集団を対象

としたものが１本，女子生徒のみを対象としたものが２本，介入を希望した対象者の集団

を対象としたものが２本であった。 

 なお，同一の論文で目的が異なる介入を複数実施している場合には，重複して集計した。  

2.3.2 アウトカム変数とプロセス変数の設定の有無 

 抽出された論文のうち，アウトカム変数とプロセス変数の両方を測定している論文は９

本，アウトカム変数のみを設定している論文は１本，プロセス変数のみを設定している論

文は７本であった。 

2.3.3 アウトカム変数の内容とその指標 

 抽出された論文において設定されたアウトカム変数として，抑うつが５本，ストレス反

応が３本，PTSD 症状が３本，状態不安が１本，学校享受感が１本，主観的適応感が１本

であった。なお，複数のアウトカム変数を設定している論文は重複して集計した。  
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使用された尺度として，抑うつにおいては，抑うつ性自己評価尺度（CES-D: 島・鹿野・

北村・浅井，1985）のみであった。ストレス反応においては，心理的ストレス反応尺度（SRS-

18: 鈴木他，1997），高校生用ストレス反応尺度（嶋田・鈴木・神村・國分・坂野，1995）

であった。PTSD 症状においては子ども版災害後ストレス反応尺度（冨永・高橋・吉田・

住本・加治川，2002），状態不安においては子ども版状態不安尺度 STAIC-S（曽我，1983）

であった。 

2.3.4 プロセス変数の内容とその指標 

 抽出された論文において設定されていたプロセス変数を，Lazarus & Folkman（1984）

のトランスアクショナル・モデルを基盤としたストレスマネジメントモデル（嶋田，1998）

に基づき，“認知的評価”と“対処行動”に分類を行った。分類においては，各論文におけ

る説明や測定している概念の理論的根拠などを参考とし，判断した。 

その結果，“認知的評価”として，自動思考（小関他，2014），PTSD 症状に対する否定

的認知（小関他，2014），認知的評価（小関他，2014），外傷体験後の成長（小関他，2014），

マインドフルネス（土屋他，2018），評価懸念（森他，2012），レジリエンス（原田・渡辺，

2019；Sugiyama et al., 2020；Sugiyama et al., 2021），ストレスマネジメント自己効力

感（中村・竹鼻，2008），被援助志向性（本田，2016），自尊心（原田，2014），共感性感

情反応（原田，2014）であった。 

“対処行動”として，コーピング（内田他，2009；吉川，2004），活性化／回避（Sugiyama 

et al., 2021），攻撃行動（小関他，2011），ソーシャルスキル（原田，2014；原田・渡邉，

2011；原田・渡邉，2021；本田，2016；星・渡辺，2016；森他，2012；渡辺・原田，2007）

であった。 

2.3.5 セッション数および使用されていた認知行動療法の技法 

 セッション数は１～10 セッションであったが，１セッションの実践が多く認められた。 

 介入において用いられていた認知行動療法の技法として，心理教育，SST，問題解決訓

練，認知的再体制化，行動活性化療法，アサーショントレーニング，マインドフルネス，

自律訓練法や腹式呼吸などのリラクセーション技法が挙げられた。 

2.3.6 アウトカム変数の効果量 

 17 本の論文のうち，メタ分析に必要な記述統計量が記載されていた論文を対象に，抑う

つ，PTSD 症状，ストレス反応をそれぞれ従属変数としたメタ分析を行った。対象となっ

たのは，抑うつが５本（小関他，2014；Sugiyama et al., 2020；Sugiyama et al., 2021；

土屋他，2018；内田他，2009），PTSD 症状が３本（小関他，2014；Sugiyama et al., 2021；

土屋他，2018），ストレス反応が２本（小関他，2011；土屋他，2018）であった。 

メタ分析の結果，抑うつが g = -0.14，ストレス反応が g = -0.05，PTSD 症状が g = -0.17

と，いずれも介入の有効性を示すのに十分な効果量は認められなかった。 

また，各論文のアウトカム変数の効果量を，Table2-2 から 2-5 に示す。 
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著者 対象者 実施形態 介入実施者の職種 アウトカム変数の内容 プロセス変数の内容 セッション数（時間） 認知行動療法の技法

原田・渡辺（2011）
１年生
15名（介入群）

15名（統制群）

選択授業の受講を
希望した生徒集団

高校教員 ―
・ソーシャルスキル
・自尊感情

10回（時間不明） SST

原田（2014）
１年生
336名

学級集団
担任教師
教職課程の学生

―
・ソーシャルスキル
・自尊心
・共感性感情反応

５回（１回50分） SST

原田・渡辺（2019）
１年生
１クラス40名

学級集団
高校教員（第２，３，４回）

大学教員（第１，５回）
― ・ソーシャルスキル ５回（時間不明） SST

原田・渡辺（2021）
１年生302名（介入群）

１年生304名（統制群）
学級集団

担任教師
教職課程の学生

―
・ソーシャルスキル
・レジリエンス

５回（１回50分） SST

本田（2016）
１年生
112名

学級集団および学年
高校教員（第１，３，５回）

大学教員（第２，４，６回）

・学校生活享受感（中途退学
の予防的効果の指標として）

・ソーシャルスキル
・被援助志向性

６回（１回50分） SST

星・渡辺（2016）
１年生
133名

学級集団 高校の担任教員 ― ・ソーシャルスキル ６回（時間記載なし） SST

小関他（2011）

１年生
84名（直接・間接複合

群）
81名（直接単独群）

介入内容ごとに，クラスを
またいで割り付け

臨床心理士の資格をもつ大学教員
臨床心理学を専攻する大学院生

・ストレス反応 ・攻撃行動 １回（50分） 問題解決訓練

小関他（2014） １年生289名 学級集団
認知行動療法を専門とする
臨床心理士

・抑うつ
・PTSD症状

・自動思考
・PTSD症状に対する

　否定的認知
・出来事に対する認
　知的評価
・外傷体験後の成長

２回（１回90分）
認知的再体制化
問題解決訓練
SST

森他（2012）

174名

内訳：１年生74名，２年

生65名，未記入35名
学級集団

学校臨床における認知行動的アプ
ローチに関する研究および実践を
専門とする大学院生

・主観的適応感
・評価懸念
・ソーシャルスキル

１回（90分）
認知的再体制化
SST

中村・竹鼻（2008）
１年生，２年生
40名

部活動 養護教諭 ―
・ストレスマネジメン
ト自己効力感

２回（１回60分）
自律訓練法
腹式呼吸法

奥澤他（2011）
２年生191名（研究１）

２年生136名（研究２）

学級集団（研究１）

２学年の女子のみ（研究２）

クラスの保健委員（研究１）

不明（研究２）

・ストレス反応（研究１, 2）

・状態不安（研究２）
―

１回（不明）（研究１）

１回（不明）（研究２）

論理療法（研究１）

リラクセーション
（研究２）

Sugiyamaet al. (2020)
２年生
229名

学年
臨床心理学を専攻する大学院生
認知行動療法を専門とする大学教
員

・抑うつ ・レジリエンス １回（50分）
心理教育
問題解決訓練

Sugiyama et al. (2021)

１年生
108名（AIM+BAA群）

145名（BAA群）
学級集団

臨床心理学を専攻する大学院生
認知行動療法を専門とする大学教
員

・抑うつ
・PTSD症状

・活性化／回避
・レジリエンス

１回（60分） 行動活性化療法

土屋他（2018）
２年生
207名

参加に同意した女子のみ
臨床心理学を専攻する大学院生
臨床心理士の資格をもつ大学教員

・抑うつ
・ストレス反応
・PTSD症状

・マインドフルネス １回（60分）
心理教育
マインドフルネス

内田他（2009）
１年生
320名

学級集団 高校教員 ・抑うつ
・正負感情
・コーピング

１回（90分）
アサーション
トレーニング

渡辺・原田（2007）
３年生
12名（介入群）

17名（統制群）

選択授業の受講を
希望した生徒集団

高校教員 ―
・自尊感情
・ソーシャルスキル

８回（１回50分） SST

吉川（2004）
２年生
１クラス37名（介入群）

１クラス49名（統制群）
学級集団 高校の担任教員 ・ストレス反応 ・コーピング １回50分 問題解決訓練

本研究で抽出された論文の特徴

Table 2-1
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プロセス変数 著者名

自動思考 -0.23 （PTSD高群）

PTSD症状に対する否定的認知 -0.39 （PTSD中群）

認知的評価 -0.69 （PTSD低群）

外傷体験後の成長

-0.13 （心理教育群）

-0.20 （マインドフルネス群）

-0.46 （抑うつ高群）

  0.05 （抑うつ低群）

-0.05 （アイスブレイク+行動活性化群）

0.09 （行動活性化群）

コーピング 内田他（2009） 0.06

-0.05 （アイスブレイク+行動活性化群）

0.09 （行動活性化群）

Table 2-2

抑うつをアウトカム変数とした論文の特徴

マインドフルネス

レジリエンス

認知的
評価

抑うつの効果量g (備考)

小関他（2014）

Sugiyama et al. (2020)

土屋他（2018）

対処行動

Sugiyama et al.(2021)

活性化／回避 Sugiyama et al.(2021)

プロセス変数 著者名

-0.16 （心理教育群）

-0.11 （マインドフルネス群）

-0.03 （心理教育群）

-0.09 （マインドフルネス群）

-0.07 （心理教育群）

-0.19 （マインドフルネス群）

-0.13 （直接・間接複合群; 直接的関与群）

0.04 （直接・間接複合群; 間接的関与群）

0.19 （直接単独群; 直接的関与群）

-0.27 （直接単独群; 間接的関与群）

-0.18 （直接・間接複合群; 直接的関与群）

0.16 （直接・間接複合群; 間接的関与群）

0.22 （直接単独群; 直接的関与群）

-0.16 （直接単独群; 間接的関与群）

-0.05 （直接・間接複合群; 直接的関与群）

0.16 （直接・間接複合群; 間接的関与群）

0.19 （直接単独群; 直接的関与群）

-0.09 （直接単独群; 間接的関与群）

身体的反応

小関他（2011）攻撃行動
（コーピングとして位置づけ）

対処行動

抑うつ・不安

不機嫌・怒り

無気力

不機嫌・怒り

抑うつ・不安

Table 2-3

ストレス反応をアウトカム変数とした論文の特徴

ストレス反応の効果量ｇ（備考）

認知的
評価

マインドフルネス 土屋他（2018）
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2.4 考察 

 本研究の目的は，これまでに実践されてきた，高校生を対象とした認知行動療法に基づ

くストレスマネジメントに関する介入研究を概観し，プロセス変数を抽出することであっ

た。 

 抑うつをアウトカム変数とした研究における，“認知的評価”に分類されたプロセス変数

として，小関他（2014）の「自動思考」，「PTSD 症状に対する否定的認知」，「認知的評価」，

「外傷体験後の成長」，Sugiyama et al. (2020)と Sugiyama et al. (2021)の「レジリエン

ス」が抽出された。「自動思考」，「PTSD 症状に対する否定的認知」，「認知的評価」，「外傷

体験後の成長」，「レジリエンス」を用いていた実践では，大規模な自然災害に被災した，

二次予防の対象となりうる高校生を対象としており，特異的なストレッサーを経験するこ

とで喚起される，非機能的な認知に焦点を当てることで，精神的健康の回復や維持，増進

を図っていると推察される。阪神淡路大震災が小中学生に及ぼした心理的影響について検

討した塩山他（2000）によると，被災直後は不安や恐れといった情動反応は時間経過に伴

い減少する一方で，抑うつ気分や身体化徴候はやや遅れて現れ，震災被害よりも二次的な

ストレスに影響を受けて蔓延化する可能性が指摘されている。この指摘を踏まえると，被

災状況などに関係なく，その地域の学校および学級集団に所属するすべての生徒において

抑うつが慢性化するリスクがあるため，対象者全体に予防的介入を実施することの意義が

あると考えられる。特異的なストレッサーに直面化した生徒においては，一次予防とは目

的を明確に区別したうえで，プロセス変数の設定を行う必要性が示唆された。  

続いて，抑うつをアウトカム変数とした研究における，“対処行動”に分類されたプロセ

ス変数として，内田他（2009）の「コーピング」，Sugiyama et al. (2021)の「活性化／回

プロセス変数 著者名

自動思考 -1.03 （PTSD高群）

PTSD症状に対する否定的認知 -0.38 （PTSD中群）

認知的評価 0.52 （PTSD低群）

外傷体験後の成長

-0.04 （心理教育群）

-0.25 （マインドフルネス群）

-0.02 （アイスブレイク+行動活性化群）

-0.05 （行動活性化群）

-0.02 （アイスブレイク+行動活性化群）

-0.05 （行動活性化群）
Sugiyama et al. (2021)対処行動 活性化／回避

小関他（2014）

マインドフルネス 土屋他（2018）

PTSD症状をアウトカム変数とした論文の特徴

Table 2-4

PTSD症状の効果量ｇ（備考）

認知的
評価

Sugiyama et al. (2021)レジリエンス

アウトカム変数 プロセス変数 著者名

-0.20 （女子）

0.04 （男子）

-0.09 （主観的適応感高群）

0.62 （中間的適応感中群）

1.34 （主観的適応感低群）

その他の変数をアウトカム変数とした論文の特徴

Table 2-5

主観的適応感 対処行動 ソーシャルスキル 森他（2012）

各アウトカム変数の効果量ｇ（備考）

本田（2016）被援助志向性
認知的
評価

学校生活享受感
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避」が抽出された。「コーピング」をプロセス変数として設定した内田他（2009）では，ア

サーショントレーニングの実施とあわせて活動記録表を用いて，認知的再解釈によるコー

ピングを拡充させることをねらいとした実践が行われていた。その結果，アサーティブ表

現の増加などの効果が示唆された一方で，認知的再解釈によるコーピングは減少が示され，

抑うつの変化は確認されなかった。その理由として，テスト期間との重複やワークの手続

きの説明不足が挙げられていた。このことから，アサーションスキルが獲得されたとして

も，コーピングが遂行されなかった可能性や，遂行したコーピングに強化事態が随伴しな

かったことで，コーピングの効果的な変容が確認されなかった可能性がある。そのため，

扱ったスキルの獲得だけではなく，強化事態が随伴しやすい形でスキルを発揮することが，

抑うつ予防に重要となる可能性がある。Sugiyama et al. (2021) の実践においては，強化

事態が随伴しやすい行動傾向である「活性化」と，不快感情が随伴する可能性のある場面

を避ける行動傾向である「回避」がプロセス変数として設定されていた。「活性化／回避」

では，特定の“対処行動”の生起頻度だけでなく，生起させた“対処行動”に強化事態が

随伴した程度を測定している概念といえる（Martell, Dimidjian, & Herman-Dunn, 2010 

坂井・大野訳 2013）。強化事態が随伴しやすい行動は，ストレッサーに直面化した個人や，

状況，文脈によって異なると考えられ，文脈至上主義に基づく，機能的側面を重視した考

え方といえる（Martell et al., 2001 熊野・鈴木訳 2011）。したがって，集団を対象とした

介入において，個人の“対処行動”の頻度と，それに伴う強化事態を評価するうえで，「活

性化／回避」を用いることが有用である可能性が考えられる。  

 次に，ストレス反応，PTSD 症状，その他の変数をアウトカム変数としており，上述し

た抑うつをアウトカム変数とした研究において設定されていたプロセス変数とは重複して

いないものとして，本田（2016）の「被援助志向性」，森他（2012）の「ソーシャルスキ

ル」が挙げられる。森他（2012）の実践では，不登校経験のある生徒の状態像として，ソ

ーシャルスキルの不足を想定し，介入を実施していた。その一方で，一次予防の対象とな

りうる，比較的健常な状態像にある生徒を対象とした実践においては，本田（2016）の「被

援助志向性」が挙げられた。被援助志向性とは，問題を抱えた個人が，援助者に援助を求

めるかどうかについての認知的な枠組みであり，「被援助に対する肯定的態度」と「被援助

に対する懸念・抵抗感」の２側面によって構成される（水野・石隈，1999）。すなわち，被

援助志向性は，自分一人では対処しきれないストレッサーに直面化した場合に，防御もし

くは保護要因として機能しうる認知的特徴の１つと位置づけることができ，日常生活にお

けるストレス喚起場面において，汎用的に対象とすることが可能であると考えられる。援

助要請行動は，抑うつと関連が示されており，適切な援助要請行動の生起は抑うつの予防

において重要な要因と考えられている（Gould et al., 2004；水野・石隈，1999；永井, 2019）。

そのため，予防的段階において，適切な援助要請行動につながる被援助志向性を身に付け

ておくことは，精神的健康の維持および増進において重要であると考えられる。本田（2016）

では，高校生が援助要請行動を生起しない理由を，ソーシャルスキルの一側面である援助

要請スキルの不足と仮定し，SST を用いた介入効果の検討を行っている。その結果，対象

者全体においてソーシャルスキルの向上が認められたものの，被援助志向性および学校享

受感への介入効果は示されなかった。援助要請行動の生起プロセスにおいては，問題を認

識し，自己解決が難しいと判断した後，被援助志向性の程度が影響すると指摘されている
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ことから（本田，2018），ソーシャルスキルが習得されたとしても，他者に援助を求める必

要性について適切に評価していない場合には，援助要請スキルを発揮できない可能性が推

測される。また，被援助志向性に影響を及ぼす要因には，性別や年齢，ソーシャルサポー

ト，悩みの深刻さなどが挙げられるが（水野・石隈，1999；永井・鈴木，2018），なかで

も，他者に援助要請を行うことで問題解決につながるかどうかといった効果の予測は援助

要請行動の生起において重要な要因であることに加え，介入によって変容可能な要因と指

摘されている（永井・鈴木，2018）。 

高校生を含む思春期において，うつ病を罹患した者は，成人のうつ病患者に比べて有効

な治療を受けるための行動を生起しにくく（吉田・山下，2008），重篤化や慢性化のリスク

となりうると考えられる。また，武内・児島・藤田・渡邉（2011）の調査では，抑うつ状

態にある生徒は，自らの心身について不調を実感しながらも，相談によって問題が解決す

ることに期待できず，誰にも相談をしない状態にある可能性が指摘されている。さらに，

「（自分に重いうつ病がでたら）誰にも相談せず様子をみる」と回答した高校生が 50％を

占めていたことが報告されている（国立成育医療研究センター，2022）。思春期の抑うつ

は，成人期以降のうつ病の発症や自殺リスクを増加させることを踏まえると（Clayborne 

et al., 2019；Johnson et al., 2018；吉田・山下，2008），自分で対処できない問題に直面

した際に適切に援助要請行動を生起させるための予防的支援を高校年代にて行うことが重

要と考えられる。また，教師に対して援助要請を行いにくい傾向がある一方，教師は生徒

からの援助要請を望んでいることも指摘されており（岡田・池田，2019），援助要請行動を

促進させることのニーズがうかがえる。しかしながら，被援助志向性を単に向上させるだ

けでは援助要請行動の生起には不十分であり（Gulliver, Griffiths, Christensen, & Brewer, 

2012；本田・水野，2017），援助要請行動を生起させることで問題が解決するかといった

効果の予測が重要な要因となる（永井・鈴木，2018）。 

このような高校生の特徴を踏まえたうえで，強化事態が随伴しやすい行動を選択および

遂行できるように，活性化／回避を効果的に変容させる介入を行うことで，自分で対処で

きない問題に直面した際の適切な援助要請行動を促し，抑うつ予防につながることが期待

できると考えられる。また，本研究で抽出された多くの論文が１セッションの実践であっ

たことを踏まえると，複数セッションに及ぶ実践は，授業時間の確保や学校側の負担が大

きいなどの理由から，普及や定着が難しいなどといった実情があると推測される。したが

って，少ないセッション数でも，多くの対象者にとって有効な介入を提供するめには，対

象となった集団のうち特定の対象者のみに効果が期待できるような介入よりも，多くの対

象者に共通するような抑うつに影響を及ぼす心理的変数に焦点を当てた介入を行うことが

重要であると考えられる。本研究で抽出されたプロセス変数から，高校生という段階を考

慮すると，“認知的評価”として「被援助志向性」，“対処行動”として「活性化／回避」が，

多くの高校生に共通した，介入によって操作可能な心理的変数であり，抑うつ予防に有効

性が期待できる可能性が考えられる。 

本研究によって抽出された論文を対象としたメタ分析の結果から，各アウトカム変数の

改善に有効であることを示すような効果量は確認されなかった。この結果は，Kambara & 

Kira（2021）や，森田他（2015）によるメタ分析で示された効果量よりも小さかった。本

研究で示された効果量について，ストレスマネジメントの目的が予防であることを鑑みる
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と，抑うつやストレス反応といった指標そのものを変化させることが目的ではないことが

影響したためと考えられる。加えて，日本の小中高生を対象としたストレスマネジメント

のメタ分析を実施した森田他（2015）の論文では，高校生を対象として抽出された論文は

１本のみであり，該当論文では対象者全体の平均値を用いた効果比較が行われていた。そ

の一方，本研究で抽出された論文では，たとえば抑うつ高群と抑うつ低群など，対象者の

状態像を一定の基準を設定したうえで群分けを行い，各群の介入前後にかけての効果比較

を行った論文が見受けられた（たとえば，小関他, 2014；Sugiyama et al., 2020 など）。本

研究では，介入プログラムを受け，なおかつ統制群の意図をもたない群は介入群としてみ

なし，メタ分析を実施した。そのため，たとえば抑うつ低群などの介入前の時点において

比較的健常な状態にあった対象者においては，介入前後にかけてのアウトカム変数の変化

が生じにくかった可能性が考えられる。  

また，今後の課題として，それぞれの学校の実態や特徴を考慮していく必要があるとい

える。高等学校は，全日制高校，定時制高校，単位制高校，全寮制高校，不登校経験のあ

る生徒に対応するチャレンジスクールなど，さまざまな側面に特化した多様な形態が存在

する。そのため，高等学校は小中学校までの義務教育課程と比べると，学力，精神的健康

度，コミュニケーション能力，進路選択などのさまざまな面において，学校ごとにばらつ

きが大きいのが実態といえる。たとえば，高等学校の在籍生徒に関する調査では，普通科

が 2.0％に対して専門学科の 2.6％，総合学科の 3.6％の生徒が発達障害等の困難を抱えて

いることが報告されている（文部科学省，2009）。また，上好（2010）では，専門高校に

知的障害の生徒の割合が高いことや，未診断や虐待，不登校などに起因した何らかの教育

的ニーズをもつ生徒がいることが報告されている。これらのことを踏まえると，学校類型

や特徴によって生徒の状態像の違いは大きく，たとえば同一の介入内容を実施したとして

も，学校やクラスによって介入内容の理解度などに差が生じ，介入効果のばらつきが存在

することが想定される。したがって，日本の高等学校の形態や高校生の特徴を考慮したう

えで，目標設定や介入内容の選定を行う必要があると考えられる。また，対象が高校生集

団であることを踏まえると，今後は「日本全国の高校生」という母集団のなかに，「対象と

なった高校生集団」として位置付けるといった，マルチレベル・モデルの考え方に準拠し

て有効性の検討を行うことが望ましいと考えられる。 

こうしたことを踏まえ，本博士論文では，認知的な変数として被援助志向性に，行動的

な変数として活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメントを実施することが，学校

生活における着目のしやすさ，介入における操作のしやすさ，高校生という段階を考慮し

たうえでの取り組みやすさという点で有用であると考え，着目することとした。 
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第３章 研究２：高校生の抑うつと被援助志向性および活性化／回避との関連の検討 

3.1 問題と目的 

 研究１の結果から，被援助志向性と活性化／回避の効果的な変容によって，多くの高校

生にとって抑うつに対する予防に有効性が期待できる可能性が考えられた。これまでに，

被援助志向性と活性化／回避はそれぞれ単独で抑うつとの関連が検討されており，影響性

が明らかになっている。 

まず被援助志向性については，中学生や大学生を対象とした研究において抑うつとの関

連が示されている（金子・高橋，2018；仲嶺・竹森・佐藤，2018）。被援助志向性は，「被

援助に対する肯定的態度」と「被援助に対する懸念・抵抗感」の２側面によって構成され

るが（水野・石隈，1999），特に被援助に対する懸念・抵抗感が抑うつやストレス反応と関

連することが示されている（本田・新井・石隈，2011）。さらに，悩みの経験や深刻さは，

被援助志向性に影響を及ぼすことが指摘されていることから（山口・水野・石隈，2004；

山口・下平，2007），ストレッサーを知覚するほど，被援助志向性は増加すると想定され

る。また，被援助志向性を単に向上させるだけでは，必ずしも適切な援助要請行動に結び

つかないと指摘されており（Gulliver et al., 2012；本田・水野，2017），援助要請行動の

生起によって問題が解決するかといった効果の予測が重要な要因となる（永井・鈴木，

2018）。 

 次に，活性化／回避については，日本の大学生や成人を対象に，抑うつとの関連が明ら

かとなっている（田中・沢宮，2020；山本・首藤・坂井，2015）。活性化／回避と抑うつ

との関係性について，行動活性化モデルに基づけば，文脈や機能的側面を重視しており，

その個人にとってポジティブ感情が得られる活動や目標志向的な行動が活性化することで，

その行動に強化子が随伴する機会が増えることで結果的に報酬や快感情を得られやすくな

り，抑うつの改善につながることが想定されている（Martell et al., 2001 熊野・鈴木訳

2011；Martell, Dimidjian, & Herman-Dunn, 2010 坂井・大野訳 2013）。その一方で，嫌

悪体験や不快な感情を避ける機能をもつ回避行動が増加すると，一時的な抑うつ気分の緩

和をもたらす一方で，強化子が随伴する機会まで回避してしまい，結果的に抑うつの維持

や悪化につながると考えられている。そのため，抑うつの改善には，活性化を増加させ，

回避を減少させることが重要であると考えられている（Martell et al., 2001 熊野・鈴木訳

2011；Martell et al., 2010 坂井・大野訳 2013）。 

以上のことを踏まえると，ストレッサーは「被援助に対する肯定的態度」に正の影響を

及ぼし，「活性化」を媒介して抑うつに負の影響を及ぼすこと，また，ストレッサーは「被

援助に対する懸念・抵抗感」に正の影響を及ぼし，「回避」を媒介して抑うつに正の影響を

及ぼすことが想定される。このことが明らかになれば，被援助志向性と活性化／回避に焦

点を当てたストレスマネジメントが，抑うつ予防において有効性が期待できるという示唆

が得られると考えられた。しかしながら，これまでに高校生を対象として，被援助志向性

と活性化／回避が抑うつに及ぼす影響性を同時に検討した研究はない。 

 そこで本研究では，ストレッサーの経験の頻度，被援助志向性，活性化／回避，抑うつ

を同時期に測定し，高校生の抑うつに及ぼす影響性を明らかにすることを目的とする。そ

の際，ストレスマネジメントモデル（嶋田，1998）に準拠し，被援助志向性を“認知的評

価”，活性化／回避を“対処行動”にそれぞれ位置付けたうえで，Figure3-1 に示す順序性
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を仮定する。 

 

 

 

3.2 方法 

3.2.1 対象者と調査手続き 

 私立高校１年生 253 名（男子 74 名，女子 179 名）を対象に，調査を実施した。調査は，

2018 年６月の第１週に実施した。調査は朝の会や放課後など授業に支障のない時間に，各

クラスの教室で実施した。質問紙は無記名式であり，担任教員が配布および回収を行った。 

3.2.2 調査材料 

①ストレッサー：日常生活で経験したストレッサーの頻度を測定することを目的とし

て，高校生用ストレッサー認知尺度 （菅・上地, 1996）を使用した。「学業・進路」「校

則・規制」「教師との関係」「友人との関係」「部活動」の 5 因子 25 項目によって構成さ

れており, 信頼性が確認されている。本研究では「友人との関係」の経験頻度のみを用い

て，過去数カ月間の学校生活での出来事についてイライラしたり悩んだりした出来事の経

験頻度(「全然なかった（０点）」から「よくあった（３点）」)を 4 件法で測定した。 得

点が高いほどストレッサーの経験頻度が高いことを表す。 

②被援助に対する肯定的態度と懸念・抵抗感：被援助に対する認知的評価を測定するこ

とを目的として，友人に対する被援助志向性尺度（本田他，2011）を用いた。本尺度は, 被

援助を求める相手として友人を想定し，友人に対する被援助志向性を測定する。被援助志

向性尺度は，「被援助に対する肯定的態度」と「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」の 2

因子 13 項目によって構成されており, 十分な信頼性と妥当性が確認されている。4 件法 

「あてはまらない（１点）」から「あてはまる（４点）」 で実施し, 得点が高いほど被援助

志向性が高いことを示している。なお，下位尺度である「被援助に対する懸念・抵抗感の

低さ」について，本来は逆転処理を行い使用するが，本研究では逆転処理を行わず，得点

が高いほど被援助に対する懸念・抵抗感が高いことを表すこととした。 

③活性化および回避：活性化／回避を測定することを目的として， Behavioral 

Activation for Depression Scale - Short Form；BADS-SF（Manos, Kanter, & Luo, 2011）

の日本語版（山本他，2015）を用いた。本尺度は，「活性化」「回避」の２因子による全８

ストレッサー

被援助に対する
懸念・抵抗感

被援助に対する
肯定的態度

活性化

回避

抑うつ

Figure 3-1 本研究における仮説モデル
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項目で構成されている。「活性化」は，抗うつ行動の活性化の程度を測定し，「回避」は課

題などからの回避行動の程度を測定する。行動の変容の程度を「全く当てはまらない（０

点）」から「完全に当てはまる（６点）」の ７件法で測定する。得点が高いほど，活性化お

よび回避の行動傾向が強いことを表す。山本他（2015）によって，信頼性と妥当性が確認

されている。 

④抑うつ：抑うつを測定することを目的として， Center Epidemiologic Studies 

Depression Scale；CES-D （Radloff，1977）の日本語版（島・鹿野・北村・浅井，1985）

を用いた。本尺度は，全 20 項目で構成されている。最近１週間の状態について「滅多にな

いか，あっても１日未満（０点）」から「ほとんどそんな状態，１週間で５日以上（３点）」

の４件法で測定する。得点が高いほど，抑うつ傾向が強いことを表す。16 点がカットオフ

ポイントとされ，それ以上の場合にはうつ病の発症リスクが高いとされる。島他（1985）

によって，高い信頼性と妥当性が確認されている。 

3.2.3 分析方法 

 まず，欠損データに関して，本研究では豊田（2007）を参考に，完全情報最尤法（Full 

Information Maximum Likelihood Estimation；HIML）を用いて，すべての対象者を分

析対象者とした。 

次に，ストレッサーの経験の頻度から，被援助に対する肯定的態度，被援助に対する懸

念・抵抗感，活性化，回避が抑うつに及ぼす間接的および直接的な影響を検討するため，

共分散構造分析を実施した。 

なお，解析ソフトは，記述統計量と相関分析には IBM SPSS Statics 27，共分散構造分

析には IBM SPSS Amos 22 Graphics を使用した。 

3.2.4 倫理的配慮 

本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 21007）。具体

的な配慮として，研究協力依頼時に，①研究協力は任意であること，②協力を断っても不

利益が生じないこと，③答えたくない質問には答えなくて良いこと，④アンケートの提出

によって研究参加に同意したものとすることなどを説明する文書を質問紙とともに同封し

た。介入実施にあたって，養護教諭および担任教員から事前に説明を行い，介入の参加は

拒否が可能であること，授業内容に不安や抵抗感がある者は申し出るように説明すること

を依頼した。実際には，拒否を示した生徒はいなかったが，拒否を示した生徒がいた場合

には，他教室での自主学習とする対応をとることとしていた。 

 

3.3 結果 

 本研究で用いた尺度の記述統計量および相関係数を Table3-1 示す。 

 ストレッサーの経験の頻度から，被援助に対する肯定的態度，被援助に対する懸念・抵

抗感，活性化，回避が抑うつに及ぼす間接的および直接的な影響を検討するため，共分散

構造分析を実施した。まず，ストレッサーから，被援助に対する肯定的態度，被援助に対

する懸念・抵抗感にパスを設け，次に，被援助に対する肯定的態度，被援助に対する懸念・

抵抗感から活性化および回避にパスを設けた。続けて，被援助に対する肯定的態度，被援

助に対する懸念・抵抗感，活性化，回避から抑うつにパスを設けた。分析結果を Figure3-

2 に示す。モデルの適合度は，χ2 (df = 4) = 6.91 (p = .14), AIC = 52.91, CFI = 0.99, RMSEA 
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= 0.05 であり，十分にデータに適合したモデルであると判断した。 

 

  

 

 

 

3.4 考察 

 本研究の目的は，ストレスマネジメントモデル（嶋田，1998）に準拠し，被援助志向性

を“認知的評価”，活性化／回避を“対処行動”にそれぞれ位置付けたうえで，ストレッサ

ー，被援助志向性，活性化／回避，抑うつを同時期に測定し，高校生の抑うつに及ぼす影

響性を明らかにすることであった。本研究の結果から，ストレッサーの経験の頻度は，「被

援助に対する肯定的態度」に正の影響を及ぼし，「活性化」を媒介して，抑うつに負の影響

を及ぼすことが示された。また，ストレッサーの経験の頻度は，「被援助に対する懸念・抵

抗感」に正の影響を及ぼし，「回避」を媒介して，抑うつに正の影響を及ぼすことが示され

た。また，「被援助に対する肯定的態度」と「被援助に対する懸念・抵抗感」は，直接的に

抑うつに影響を及ぼすことが示された。 

 ストレッサーの経験の頻度は，「被援助に対する肯定的態度」および「被援助に対する懸

念・抵抗感」に正の影響を及ぼすことが示された。この結果は，悩みの経験や深刻さの度

合いは，被援助志向性に影響を及ぼすという先行研究の知見と一致した（山口他，2004；

山口・下平，2007）。したがって，被援助志向性を高めるためには，自分がストレッサーに

直面していることを認識することと，他者の援助が必要なストレッサーかどうかといった

M SD SE

1．ストレッサー .23 *** .32 *** .04 .25 *** .28 *** 26.52 15.91 1.04 24.46 to 28.57

2．被援助に対する肯定的態度 .19 ** .12 .06 -.04 14.56 5.46 0.35 13.88 to 15.25

3．被援助に対する懸念・抵抗感 -.12 † .54 *** .63 *** 10.72 4.80 0.31 10.12 to 11.33

4．活性化 -.08 -.30 *** 11.14 6.03 0.39 10.38 to 11.90

5．回避 .53 *** 4.67 4.06 0.26 4.16 to 5.18

6．抑うつ 15.52 10.31 0.67 14.20 to 16.85

***p <.001, **p <.01, *p <.05, 
†
p <.10

95%Cl

Table 3-1

各尺度得点の記述統計量と相関係数

1 2 3 4 5 6

ストレッサー

被援助に対する
懸念・抵抗感

被援助に対する
肯定的態度

活性化

回避

抑うつ

e

e

e

e

e

.23***

.32***

.15*

-.03

-.15*

.54***

.26***

-.21***

.11*

-.13**

.44***

注）パスの値は標準化係数を表す。***p<.001, **p<.01, *p<.05

Figure3-2 被援助志向性と活性化／回避が抑うつに及ぼす影響
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点を適切に評価できることが重要と考えられた。 

また，「被援助に対する肯定的態度」は，「活性化」を媒介して抑うつに影響を及ぼすこ

とが示されたが，回避への影響は示されなかった。その一方，「被援助に対する懸念・抵抗

感」は，活性化と回避の両者に影響を及ぼすことが示された。うつ病の行動活性化モデル

では，活性化の抑うつに対する負の影響は，過剰な回避によって調整されてしまうため，

単に活性化だけを増加させるだけでは不十分であり，回避を減少させる必要性が指摘され

ている（首藤・山本・疋田・植木・坂井，2018）。このことを本研究で示された結果と照ら

し合わせると，被援助に対する肯定的態度だけを変化させるのでは不十分であり，あわせ

て懸念・抵抗感に対してアプローチしていくことで，抑うつ低減効果が期待できると示唆

された。 

また，「被援助に対する肯定的態度」と「被援助に対する懸念・抵抗感」は，活性化と回

避を介さなくても直接的に抑うつに影響を及ぼすことが示された。非機能的な認知は，抑

うつを維持および悪化させるという指摘があることからも（福井・坂野，2000），「被援助

に対する懸念・抵抗感」が高すぎる場合には，抑うつの維持や悪化をもたらす可能性が考

えられる。しかしながら，抑うつの改善には必ずしも認知的変容が生じなくても，行動に

強化子が随伴することが重要であるという指摘を踏まえると（山本他，2015），「被援助に

対する肯定的態度」や「被援助に対する懸念・抵抗感」のみを効果的に変容させるだけで

はなく，他者に援助を求めるための行動を生起させ，望んでいた援助を受けるなどの良い

結果を得られることが，将来的に直面する問題に備えるうえで重要と考えられる。そのた

め，被援助志向性と活性化／回避のそれぞれに単独で着目した介入に比べて，両者に着目

した介入は，抑うつの予防的効果が期待できると考えられる。 

以上のことから，本研究では被援助志向性と活性化／回避が抑うつに影響を及ぼすこと

が示された。そのため，高校生の抑うつ予防を目的としたストレスマネジメントにおいて，

プロセス変数として着目することで，抑うつ予防に対する有効性が期待できることが示唆

された。 
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第４章 研究３：被援助志向性に焦点を当てたストレスマネジメントの有効性の検討 

4.1 問題と目的 

  研究２に示された結果から，被援助志向性と活性化／回避が高校生の抑うつに影響を及

ぼすことが明らかとなった。そこで研究３では，高校生の抑うつ予防のためのストレスマ

ネジメントを実施するうえで，特に“認知的評価”に位置付けられる被援助志向性に焦点

を当て，その効果的な変容を確認することで，抑うつ予防効果を検討する。 

 認知行動療法における，認知にアプローチするための代表的な理論および技法として，

Ellis の論理情動療法が挙げられる。論理情動療法とは，出来事と感情反応の間には思考が

媒介しているという考えに基づき，非機能的な認知に焦点を当てることで，不適応的な感

情反応の改善をねらいとする（沢宮，2019）。被援助志向性における「被援助に対する懸

念・抵抗感」の例として，「どうせ私のことを誰も助けてくれないだろう」，「本気で私の悩

みを聞いてくれる人はいない」といった考えが挙げられる（本田他，2011）。このような認

知が他者に援助を求めるための行動を阻害し，抑うつの維持および悪化につながる可能性

は，研究２の結果からも示唆されている。そのため，援助要請に関する心理教育を実施す

ることで，出来事と感情の間には認知という要因が存在していることについての理解を促

し，自分一人で解決できない場合にはどのような考え方や行動をすることで気持ちが楽に

なるか学習することで，抑うつの予防的効果をもたらすことが期待される。 

 そこで本研究では，援助要請に関する心理教育を実施し，被援助志向性をプロセス変数

として位置づけ，被援助に対する肯定的態度の向上と被援助に対する懸念・抵抗感の減少

といった効果的な変容による抑うつの予防的効果を検討することを目的とした。 

 

4.2 方法 

4.2.1 対象者 

 私立高校２年生８クラス 268 名（男子 84 名，女子 184 名；平均 16.14 歳，SD = 0.38）

を対象とした。事前に担任教員および養護教諭から介入と調査に関する説明を受け，研究

参加を希望し，同意した者を対象とした。 

 本研究で対象となった学校は，県内でおよそ上位 70％以内に位置付けられる高校であ

る。１年生のうちは全員が共通したカリキュラムを履修するが，２年生以降はそれぞれの

希望に応じて普通科もしくは専門学科に所属するといった，独自のカリキュラムを導入し

ている。 

4.2.2 調査および介入手続き 

 介入は２グループに分かれ，2018 年 6 月および 11 月に実施した。まず，2018 年 6 月

に介入に参加した者においては，pre 時点の調査として，2018 年５月の第４週に１回目の

質問紙調査に回答した。その後，2018 年６月の第２週に介入を受け，その１週間後，post

時点の調査として，２回目の質問紙調査に回答した。次に，2018 年 11 月に介入に参加し

た者においては，pre 時点の調査として，2018 年 10 月の第４週に１回目の質問紙調査に

回答した。その後，2018 年 11 月の第２週に介入を受け，その１週間後，post 時点として，

２回目の質問紙調査に回答した。 

 なお，介入を 2018 年 6 月もしくは 11 月のどちらの時期に受けるかについては，事前に

担任教員および養護教諭が生徒の希望を聴取し，決定した。 
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4.2.3 介入内容 

保健体育の授業枠１回 50 分で，援助要請に関する心理教育を実施した。援助要請に関

する心理教育の授業者は，訓練を積んだ大学院生１名と，授業補助者として認知行動療法

を専門として公認心理師の資格を有する大学教員１名が担当した。援助要請に関する心理

教育の内容に関しては，高校生を対象とし，認知に焦点を当てたストレスマネジメントプ

ログラムを紹介している，嶋田・坂井・菅野・山﨑（2010）を参考とした。介入授業で用

いた教材は，パワーポイントのスライドを提示することで，視覚的に分かりやすくする工

夫を用いた。介入授業のなかで用いる例は，生徒同士の関係性やトラブルについて，事前

に担任教員から聴き取りを行ったうえで，生徒の日常生活に近い例を用いることとした。   

援助要請に関する心理教育は，「心の仕組みを探り，解決できないときの解決法を考えて

みよう！」というテーマで授業を行った。まず，自らのストレス反応や感情についての知

覚を促すことをねらいとして，『１．気持ち（感情）の種類を考える』ことをねらいとした

ワークを実施した。複数の感情の名称をスライド上に提示し，「みなさんが感じたことのあ

る感情はありますか？」「どんなときでしたか？」などを問いかけ，考える時間をとったあ

と，数人に発表をしてもらうことで，誰しもがストレス反応を感じうることを，全体で共

有を行った。さらに，『２．出来事と感情の関係』では，人は困ったときや自分で解決でき

ない状況に遭遇した際に，ストレス反応や否定的な感情の変化が生じることを説明した。

そうした反応や感情は適応するうえで大切であり必要な気持ちである一方で，日常生活を

阻害したり重篤な問題につながったりしないように，うまく付き合っていくことが大切あ

ることを伝えた。続けて，『３．ワーク：出来事と感情の間にある認知を考える』および『４．

講義：認知の仕方によって感情と行動が変わる』では，「勉強がわからない」「友だちとけ

んかした」といった場面を例示し，出来事と感情の間には，たとえば「友だちに聞いたら

馬鹿だと思われるんじゃないか」「もう嫌われてしまって一生遊べないかもしれない」とい

った認知があり，感情につながっていることを説明した。１つの出来事だけではなく，「友

だちに聞いたら，一緒に勉強しようと言ってくれるかもしれない」「仲良くなる機会かもし

れない」など，複数の考え方を見つけ，自分の気持ちが楽になるような認知を見つけるた

めのワークを実施した。『５．ワーク：いろいろな認知と行動を考える』および『６．講義：

自分で解決できないときは援助要請行動』では，困ったときや悩んだときに，自分だけで

対処するのではなく，友人や周囲の大人に援助を求めることをレパートリーに含めること

を促した。友人や周囲の大人に援助要請を出しにくい場合には，自分の認知を振り返って

みて，自分の気持ちが楽になる認知についても検討してみることを強調した。さらに続け

て，『７．ワーク：自分の気持ちが楽になる認知と行動を選択しよう』では，認知が変わる

と，行動が変わり，感情が変わることを理解するためのワークに取り組み，自分にとって

より良い認知や行動を選択することが大事であることを説明した。最後に，今日の授業で

学んだことは，日常生活のさまざまな場面で使えることを説明し，要点を振り返るまとめ

を行った。 

4.2.4 調査材料 

①被援助に対する肯定的態度と懸念・抵抗感：被援助に対する認知的評価を測定するこ

とを目的として，友人に対する被援助志向性尺度（本田他，2011）を用いた。本尺度は, 被

援助を求める相手として友人を想定し，友人に対する被援助志向性を測定する。被援助志
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向性尺度は，「被援助に対する肯定的態度」と「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」の 2

因子 13 項目によって構成されており, 十分な信頼性と妥当性が確認されている。4 件法 

「あてはまらない（１点）」から「あてはまる（４点）」 で実施し, 得点が高いほど被援助

志向性が高いことを示している。なお，下位尺度である「被援助に対する懸念・抵抗感の

低さ」について，本来は逆転処理を行い使用するが，本研究では逆転処理を行わず，得点

が高いほど被援助に対する懸念・抵抗感が高いことを表すこととした。 

②抑うつ：抑うつを測定することを目的として， Center Epidemiologic Studies 

Depression Scale；CES-D （Radloff，1977）の日本語版（島・鹿野・北村・浅井，1985）

を用いた。本尺度は，全 20 項目で構成されている。最近１週間の状態について「滅多にな

いか，あっても１日未満（０点）」から「ほとんどそんな状態，１週間で５日以上（３点）」

の４件法で測定する。得点が高いほど，抑うつ傾向が強いことを表す。16 点がカットオフ

ポイントとされ，それ以上の場合にはうつ病の発症リスクが高いとされる。島他（1985）

によって，高い信頼性と妥当性が確認されている。 

4.2.5 分析方法 

まず，Pre 時点の抑うつの高低によって，介入前後にかけての変化が異なると予想した

ことから，抑うつの指標である CES-D のカットオフ値 16 点以上を抑うつ高群，それ以外

の者を抑うつ低群とした。 

次に，介入効果を検討するため，時期（Pre，Post），群（抑うつ高群，抑うつ低群），介

入順序（介入+待機群，待機+介入群）を固定効果，個人とクラスを変量効果とした線形混

合モデルを実施した。推定法は制限付き最尤法を用いた。多重比較においては，線形混合

モデルの推定周辺平均に基づき，水準間の差の検定を行った（Bonferroni 補正）。単純主

効果の検定においては，石村（2021）の手続きを参考に，群ごとに時期の水準間の差の検

定を行った（Bonferroni 補正）。 

続けて，線形混合モデルの推定周辺平均を用いて，Pre 時点を基準とした Post 時点の効

果量（Hedges’ g）と 95%信頼区間を算出した。効果量は，0.2 で小さな効果，0.5 で中程

度の効果，0.8 で大きな効果と判断した。 

なお，統計解析には IBM SPSS Statics 27 を使用した。 

4.2.6 倫理的配慮 

本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 19077）。具体

的な配慮として，研究協力依頼時に，①研究協力は任意であること，②協力を断っても不

利益が生じないこと，③答えたくない質問には答えなくて良いこと，④アンケートの提出

によって研究参加に同意したものとすることなどを説明する文書を質問紙とともに同封し

た。介入実施にあたって，養護教諭および担任教員から事前に説明を行い，介入の参加は

拒否が可能であること，授業内容に不安や抵抗感がある者は申し出るように説明すること

を依頼した。実際には，拒否を示した生徒はいなかったが，拒否を示した生徒がいた場合

には，他教室での自主学習とする対応をとることとした。 

 

4.3 結果 

4.3.1 分析対象者 

 Pre 時点の調査において回答に不備や欠損がある者と，Post 時点の調査においていずれ
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か１つの尺度においてすべての項目に無回答であった者を除く，238 名（男子 69 名，女子

169 名；抑うつ高群 94 名，抑うつ低群 144 名；介入+待機群 109 名，待機+介入群 129 名）

であった。記述統計量を Table4-1 に示す。 

4.3.2 被援助に対する肯定的態度 

肯定的態度得点を従属変数とした線形混合モデルの結果（Table4-2），時期と抑うつ高低

群の一次の交互作用は有意ではなかった（F (1, 234.59 = 1.27, p = .26)。また，時期の主

効果も有意ではなかった（F (1, 234.59) = 0.42, p = .52）。一方，抑うつ高低群の主効果が

有意であり（F (1, 234.68) = 13.77, p = .00），抑うつ低群に比べて抑うつ高群の肯定的態

度得点が高かった。なお，介入時期の主効果（F (1, 234.68) = 2.29, p = .13），時期と介入

順序の一次の交互作用（F (1, 234.68) = 0.06, p = .81），二次の交互作用（F (1, 234.59) = 

0.03, p = .87）はいずれも有意ではなかったことから，介入効果に対する介入順序の影響

は示されなかった。 

Pre 時点を基準とした Post 時点の効果量を算出した結果，対象者全体，抑うつ高群，抑

うつ低群において，g =0.89, 1.56, -0.53 であった（Table4-2）。 

4.3.3 被援助に対する懸念・抵抗感 

懸念・抵抗感得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table4-2），時期と抑うつ高低

群の一次の交互作用が有意であった（F (1, 233.77 = 13.07, p = .00)。単純主効果の検定の

結果，抑うつ高群は増加が示され（p = .01），抑うつ低群は減少が示された（p = .01）。ま

た，抑うつ高低群の主効果が有意であり（F (1, 233.83) = 47.07, p = .00），抑うつ低群に

比べて抑うつ高群の懸念・抵抗感得点が高かった。一方，時期の主効果は有意ではなかっ

た（F (1, 233.77) = 0.66, p = .42）。 

なお，介入時期の主効果（F (1, 233.83) = 0.22, p = .64），時期と介入順序の一次の交互

作用（F (1, 233.77 = 2.51, p = .11），二次の交互作用（F (1, 233.77) = 2.00, p = .16）はい

ずれも有意ではなかったことから，介入効果に対する介入順序の影響は示されなかった。 

Pre 時点を基準とした Post 時点の効果量を算出した結果，対象者全体，抑うつ高群，抑

うつ低群において，g =1.13, 3.94, -3.11 であった（Table4-2）。 

4.3.4 抑うつ 

抑うつ得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table4-2），時期と抑うつ高低群の一

次の交互作用が有意であった（F (1, 232.97 = 23.45, p = .00)。単純主効果の検定の結果，

抑うつ高群は減少が示され（p = .00），抑うつ低群は増加が示された（p=.00）。また，時期

の主効果においても有意であり（F (1, 232.97) = 3.57, p = .06），介入前後にかけて抑うつ

得点の減少が示された。続けて，抑うつ高低群の主効果が有意であり（F (1, 235.77) = 

293.02, p = .00），抑うつ低群に比べて抑うつ高群の抑うつ得点が高かった。 

なお，介入時期の主効果（F (1, 235.77) = 1.25, p = .26），時期と介入順序の一次の交互

作用（F (1, 232.97 = 0.02, p = .89），二次の交互作用（F (1, 232.97) = 1.21, p = .27）はい

ずれも有意ではなかったことから，介入効果に対する介入順序の影響は示されなかった。 

Pre 時点を基準とした Post 時点の効果量を算出した結果，対象者全体，抑うつ高群，抑

うつ低群において，g =-1.81, -4.11, 2.26 であった（Table4-2）。 
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4.4 考察 

 本研究の目的は，援助要請に関する心理教育を実施し，被援助志向性をプロセス変数と

して位置づけ，被援助に対する肯定的態度の向上と被援助に対する懸念・抵抗感の減少と

いった効果的な変容による抑うつの予防的効果を検討することであった。本研究の結果か

ら，被援助に対する懸念・抵抗感に関して，抑うつ低群においては減少が示され，抑うつ

高群においては増加が示された。また，被援助に対する肯定的態度においては，抑うつ高

群と抑うつ低群のいずれにおいても，変化は認められなかった。 

被援助に対する懸念・抵抗感について，抑うつ低群では減少した一方，抑うつ高群では

増加が示された。また，効果量においても，抑うつ高群においては大きな効果量であり，

抑うつ低群においては大きな効果量が示された。このことから，本介入で実施した心理教

Pre Post Pre Post Pre Post

M M M M M M

SD SD SD SD SD SD

SE SE SE SE SE SE

(95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl)

被援助志向性

肯定的態度 4-24 12.16 12.51 12.91 13.86 11.42 11.16

5.91 5.94 9.66 10.66 3.59 7.23

0.39 0.39 0.61 0.61 0.49 0.49

(11.40 to 12.93) (11.74 to 13.28) (11.71 to 14.10) (12.66 to 15.07) (10.46 to 12.38) (10.20 to 12.12)

懸念・抵抗感 4-28 10.49 10.85 11.26 13.23 9.72 8.48

5.06 5.11 6.18 5.46 5.66 6.00

0.32 0.32 0.50 0.50 0.40 0.40

(9.87 to 11.12) (10.22 to 11.48) (10.28 to 12.24) (12.25 to 14.21) (8.94 to 10.51) (7.69 to 9.27)

CES-D

抑うつ 0-60 18.55 17.61 27.58 24.23 9.53 11.00

11.10 10.85 5.52 4.66 5.98 3.25

0.52 0.52 0.81 0.82 0.65 0.65

(17.54 to 19.57) (16.59 to 18.64) (25.99 to 29.16) (22.62 to 25.83) (8.26 to 10.81) (9.72 to 12.28)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群，肯定的態度＝被援助に対する肯定的態度，懸念・抵抗感＝被援助に対する懸念・抵抗感

Table 4-1

各尺度得点の記述統計量

得点
範囲

全体(N =238) 高群(N =94) 低群(N =144)

F 値 p 値 η
2
p F 値 p 値 η

2
p F値 p 値 単純主効果の検定(p値) η

2
p 全体 高群 低群

被援助志向性

肯定的態度 0.42 0.52 0.00 13.77 0.00 0.06 1.27 0.26 - 0.01 0.89 1.56 -0.53

(0.70 to 1.08) (1.23 to 1.89) (-0.76 to -0.29)

懸念・抵抗感 0.66 0.42 0.00 47.07 0.00 0.17 13.07 0.00 高群：pre<post (0.01) 0.05 1.13 3.94 -3.11

低群：pre>post (0.01) (0.93 to 1.32) (3.45 to 4.43) (-3.45 to -2.76)

CES-D

抑うつ 3.57 0.06 0.02 293.02 0.00 0.55 23.45 0.00 高群：pre>post (0.00) 0.09 -1.81 -4.11 2.26

低群：pre<post (0.00) (-2.02 to -1.59) (-4.61 to -3.60) (1.96 to 2.55)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群，肯定的態度＝被援助に対する肯定的態度，懸念・抵抗感＝被援助に対する懸念・抵抗感

***p <.001, **p <01, *p <.05

時期 群 時期×群
Hedge's g

(95% Cl)

Table 4-2

線形混合モデルの結果
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育によって，抑うつ低群の被援助に対する懸念・抵抗感において，効果的に変容したこと

が示唆されたが，抑うつ高群においては有効性が示されなかった。抑うつ高群と低群によ

って介入効果に差異がみられたことに関連する先行研究の知見として，抑うつ状態でみら

れる無気力や活動性の低下といった症状は，他者に援助を求めるための行動を抑制するこ

とが指摘されている（Garland & Zigler，1994）。この指摘を踏まえると，抑うつが高い者

の被援助に対する懸念・抵抗感の効果的な変容のためには，まず無気力の改善や活動性の

向上のためのアプローチを行う必要があると考えられる。 

次に，被援助に対する肯定的態度について，抑うつ高群と抑うつ低群のいずれも有意な

変化は確認されなかった。本介入で実施したワークにおいては，「勉強がわからない」，「友

だちとけんかした」といった例示場面を用いた。ワークのなかで生徒から挙げられた意見

として，「勉強がわからない」に対しては，勉強時間を増やす，他の教材を読んでみる，「友

だちとけんかした」に対しては，謝る，怒った理由を聞く，など，自分だけで解決を試み

る方法が多くみられた。自分で対処できるかどうかといった問題の深刻さの度合いは，被

援助志向性に影響を及ぼすことが指摘されている（山口他，2004；山口・下平，2007）。

そのため，参加した生徒の多くは，本介入で取り上げた例示場面に対して自分で対処可能

と判断し，被援助に対する肯定的態度に対して十分にアプローチできず，効果的な変容に

は至らなかった可能性がある。今後は，生徒が想起しやすい，自分だけでは対処に限界が

あると判断されるような場面を取り上げるなどの工夫を行う必要がある。しかしながら，

抑うつ高群においては大きな効果量が示され，抑うつ低群においては中程度の効果量が示

されたことを踏まえると，対象者の人数が増えることで，抑うつ高群における被援助に対

する肯定的態度の増加が示される可能性がある。 

また，抑うつ高群では被援助に対する懸念・抵抗感が増加したにも関わらず，抑うつの

減少が示された。抑うつ低群では被援助に対する懸念・抵抗感が減少していたにも関わら

ず，抑うつの増加が示された。先行研究では，被援助に対する懸念・抵抗感はストレス反

応と関連することが指摘されているが（本田他，2011；仲嶺他，2018），本研究では異な

る結果が示された。この点について，本研究で実施したワークでは困ったときや悩んだと

きに自分だけで対処するのではなく，友人や周囲の大人に援助を求めることを解決策のレ

パートリーに含めることを促し，さらに友人や周囲の大人に援助要請を出しにくい場合に

は，自分の認知を振り返ってみて，自分の気持ちが楽になる認知についても検討してみる

ことを強調した。抑うつ高群においては，自分の気持ちが楽になるような考え方を身につ

けたことで抑うつが減少した可能性がある。しかしながら，思考内容については確認でき

ていないため，たとえば回避的な思考に偏ったことで，一時的な抑うつの減少をもたらし

たなどの可能性がある。また，ワークの例示場面に対して自分で対処可能と判断したため，

他者に援助を求めることへの懸念・抵抗感に対しては十分にアプローチできなかった可能

性などもあり，被援助に対する懸念・抵抗感が増加した可能性が考えられる。そして，抑

うつ低群においては，本研究で実施したワークでは短期的あるいは長期的な観点から結果

を予測することは行わなかったため，他者に援助を求めることで，短期的には気持ちが楽

になったとしても，長期的にみれば回避的な機能をもつ援助要請を行ったことで，抑うつ

が増加した可能性がある。仲嶺他（2018）によると，心理的適応のためには，単に被援助

志向性を変化させるだけでは不十分であり，悩みに合った適切な援助要請ができているか，
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相手や状況を配慮した援助要請ができているかなどといった，自らが生起した援助要請行

動に対する効果の評価が重要であると指摘している。したがって，被援助に対する懸念・

抵抗感に焦点を当てた介入においては，生徒が想起しやすい場面を例示し，自分のみで対

処可能かどうかの評価を求めたうえで効果的な対処方略を検討させることと，適切な援助

要請行動を生起させるための機能を学習させる手続きを組み合わせることで，有効性が期

待される。 

以上のことから，本研究で実施した援助要請に関する心理教育では，抑うつ低群におい

ては被援助に対する懸念・抵抗感の効果的な変容が確認された。しかしながら，抑うつ高

群において被援助に対する懸念・抵抗感の効果的な変容が示されなかったことや，抑うつ

低群は介入前後にかけて抑うつが増加していたことから，介入内容の問題点や今後の課題

が明らかとなった。 
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第５章 研究４：活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメントの有効性の検討 

5.1 問題と目的 

研究２の結果から，被援助志向性と活性化／回避が高校生の抑うつに影響を及ぼすこと

が示された。行動活性化モデルに基づく活性化と抑うつとの関係として，その個人にとっ

てポジティブ感情が得られる活動や目標志向的な行動が活性化することで，その行動に強

化子が随伴する機会が増え，結果的に報酬や快感情を得られやすくなり，抑うつの改善に

つながることが想定されている（Martell et al., 2001 熊野・鈴木訳 2011；Martell, 

Dimidjian, & Herman-Dunn, 2010 坂井・大野訳 2013）。その一方で，嫌悪体験や不快な

感情を避ける機能をもつ回避行動が増加すると，一時的な抑うつ気分の緩和をもたらす一

方で，強化子が随伴する機会まで回避してしまい，結果的に抑うつの維持や悪化につなが

ると考えられている。そのため，活性化を増加させ，回避を減少させることで，抑うつの

改善が期待できる（Martell et al., 2001 熊野・鈴木訳 2011；Martell et al., 2010 坂井・

大野訳 2013）。 

高校生の学級集団を対象に提供される抑うつ予防を目的としたストレスマネジメント

は，一貫した介入効果が確認されていない（Kambara & Kira, 2021）。その理由の一つに

は，介入効果が日常生活に般化されず，介入場面での一時的な効果に留まってしまうとい

った問題が挙げられる。この課題に対して，活性化／回避のような機能的側面を評価する

指標を用いて有効性を検討することが，介入効果の般化において有用となる可能性がある。

たとえば，高校生を対象に問題解決訓練を実施した吉川（2004）の実践では，対人場面を

回避するコーピングの減少と，積極的に問題解決を試みるコーピングの増加が示され，抑

うつ低減効果が確認されている。この結果から，吉川（2004）では，問題解決訓練によっ

て，嫌悪的な経験を避けようとする回避の機能をもつ対処行動が減少し，強化事態が随伴

しやすい対処行動の活性化したことで，抑うつが低減した可能性が推測される。このよう

に，問題解決訓練によって抑うつを低減させるためには，単に対処行動を習得させるだけ

ではなく，対処行動に強化事態が随伴すること，すなわち活性化の増加と回避の減少が重

要と考えられる。 

問題解決訓練とは，日常で生じた問題に対して，効果的に対処するための解決策の拡充

や問題解決スキルを習得するための認知行動療法の一技法である（D’ Zurilla & Dryden, 

1988）。これまでの問題解決訓練を用いた実践は，問題解決スキルを習得することで，日常

生活において解決策の実行が促進されるという想定に基づき，有効性が期待されている。

実際に，問題解決を受けた児童の問題解決スキルが向上した実践では，日常生活での解決

策の実行がセルフモニタリングによって確認されたことから（宮田・石川・佐藤・佐藤，

2010），問題解決スキルの習得が対処行動を促進した可能性が考えられる。しかしながら，

田中・高橋・佐藤（2016）の実践では，宮田他（2010）と同じく問題解決スキルの向上が

示された一方で，抑うつや不安の改善は示されなかった。その理由として，解決策の案出

や選択，結果の予想に基づく評価などといった，個人内で解決する問題解決スキルを中心

とした内容から構成されるプログラムでは，解決策の実行に至らず，抑うつや不安が低減

しない可能性を指摘している（田中他，2016）。これらの知見から，問題解決訓練の抑うつ

低減効果は，問題解決スキルを習得するだけではなく，日常場面での問題（ストレッサー）

に対して対処行動を促進させることが重要と考えられる。さらに，田中他（2016）の実践
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では，進学に伴う環境変化などにより，児童同士で相互的な強化が行われず，介入効果の

維持や般化にはつながらなかった可能性が指摘されている。したがって，日常生活での問

題（ストレッサー）に対する対処行動を生起させたことで，「望ましい結果を獲得できた」

という強化事態が随伴することが，抑うつの低減に重要と考えられる。 

以上を踏まえた本研究の仮説として，問題解決訓練によって問題解決スキルを習得する

ことで対処行動が促進され，強化事態が随伴することによって，再び強化事態が随伴しや

すい対処行動が生起される。これにより，活性化の増加と回避の減少といった効果的な変

容が生じ，抑うつ低減効果が期待できると考えた。したがって本研究では，問題解決訓練

を実施し，活性化／回避をプロセス変数と位置づけ，その効果的な変容をもって抑うつの

予防的効果を検討することを目的とした。 

 

5.2 方法 

5.2.1 対象者 

私立高校１年生７クラス 253 名（男子 74 名，女子 179 名；平均 15.30 歳，SD = 0.46）

を対象として，担任教員と協議のうえ他授業との時間割の編成を考慮し，２クラスもしく

は３クラスの合同形式で，各１回ずつ介入を実施した。事前に担任教員および養護教諭か

ら介入と調査に関する説明を受け，研究参加を希望し，同意した者を対象とした。 

 本研究で対象となった学校は，県内でおよそ上位 70％以内に位置付けられる高校であ

る。研究３の対象と同一の高校であり，１年生のうちは全員が共通したカリキュラムを履

修するが，２年生以降はそれぞれの希望に応じて普通科もしくは専門学科に所属するとい

った，独自のカリキュラムを導入している。 

5.2.2 調査および介入手続き 

2018 年 10 月の第一週に第１回目の質問紙調査（Pre 時点），2018 年 11 月の第二週に介

入，2018 年 12 月の第一週に第２回目の質問紙調査（Post 時点）を実施した。 

5.2.3 介入内容 

介入は，保健体育の授業枠１回 50 分で実施された。まず，導入として，集団介入に対す

る抵抗感の緩和を目的として，絹川（2002）で紹介されている「ワンワード」を参考にア

イスブレイクを実施した。 

効果的に問題を解決するためには，「第１段階：問題解決志向性」に続いて実行される以

下の４つの段階の問題解決スキルが必要であることから (D’Zurilla, Nezu, & Maydeu-

Olivares, 2004），本研究で実施した問題解決訓練の手続きは，高橋・小関・嶋田（2010）

で用いられている，以下の４つの段階の問題解決スキルに焦点を当てて介入プログラムを

構成した。なお，高橋他（2010）では，問題解決訓練とリラクセーション法を組み合わせ

て実施しているが，本研究では実施していない。 

まず，「第２段階：問題の明確化／目標設定」にあたる手続きとして，多くの生徒に共通

する困ったことや悩み事に関する具体的場面（例：今日が締め切りの課題を忘れてしまっ

たなど）を複数挙げ，このような困ったことに対して，問題解決が役に立つことを説明し

た。 

次に，「第３段階：解決策の案出」にあたる手続きとして，できるだけ多くの解決策を案

出する重要性を説明した。具体的には，小関他（2013）の調査結果を紹介しながら，解決
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策を多く持つ人は同じストレッサーに直面しても，ストレス反応が少ない傾向にあること

を紹介した。さらに，解決策には大きく情動焦点型と問題解決型があることを説明し，解

決策の案出には，いずれのタイプもバランスよく案出することが重要であると説明した。

その後，「からかわれたとき」「イライラしたとき」という対人場面をテーマとして，解決

策を案出するワークを実施した。その際，介入者や周囲の生徒に見られても問題ない場面

を記入するよう教示した。 

続けて，「第４段階：解決策の選択と決定」にあたる手続きとして，案出した解決策に対

する評価を行うワークを実施した。その際，１）問題解決の可能性の予測，２）自分にと

って良い結果が得られるか，３）周囲にとって良い結果が得られるか，４）実行可能か，

５）周囲に悪い影響は生じないか，の５つの観点で評価を求めた。最も評価が高かった解

決策は，案出した解決策のなかで最も良いとされることを説明した。さらに，案出した解

決策や評価について，小グループでのディスカッションを実施した。同じ解決策でも，状

況や実行者によって評価が異なり，自分に合う解決策は人それぞれであることへの気づき

を促した。 

最後に，「第５段階：解決策の実行と評価」における手続きとして，問題解決訓練の手続

きは日常生活のさまざまな場面で活用できることを，具体的場面を挙げながら説明した。 

介入は，臨床心理学を専攻する大学院生２名が，アイスブレイクと問題解決訓練の内容

を，主担当と補助の役割を交代して実施した。介入を実施した大学院生２名は，専門行動

療法士の資格をもつ，臨床心理士の大学教員１名から，十分な訓練および指導を受けたう

えで実施した。 

5.2.4 調査材料 

①活性化および回避：活性化／回避を測定することを目的として， Behavioral 

Activation for Depression Scale - Short Form；BADS-SF（Manos et al., 2011）の日本

語版（山本他，2015）を用いた。本尺度は，「活性化」「回避」の２因子による全８項目で

構成されている。「活性化」は，抗うつ行動の活性化の程度を測定し，「回避」は課題など

からの回避行動の程度を測定する。行動の変容の程度を「全く当てはまらない（０点）」か

ら「完全に当てはまる（６点）」の ７件法で測定する。得点が高いほど，活性化および回

避の行動傾向が強いことを表す。山本他（2015）によって，信頼性と妥当性が確認されて

いる。 

②抑うつ：抑うつを測定することを目的として， Center Epidemiologic Studies 

Depression Scale；CES-D （Radloff，1977）の日本語版（島・鹿野・北村・浅井，1985）

を用いた。本尺度は，全 20 項目で構成されている。最近１週間の状態について「滅多にな

いか，あっても１日未満（０点）」から「ほとんどそんな状態，１週間で５日以上（３点）」

の４件法で測定する。得点が高いほど，抑うつ傾向が強いことを表す。16 点がカットオフ

ポイントとされ，それ以上の場合にはうつ病の発症リスクが高いとされる。島他（1985）

によって，信頼性と妥当性が確認されている。 

5.2.5 分析方法 

まず，Pre 時点の抑うつの高低によって，介入前後にかけての変化が異なると予想した

ことから，抑うつの指標である CES-D のカットオフ値 16 点以上を抑うつ高群，それ以外

の者を抑うつ低群とした。 
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次に，介入効果を検討するため，時期（Pre，Post），群（抑うつ高群，抑うつ低群）を

固定効果，個人とクラスを変量効果とした線形混合モデルを実施した。推定法は制限付き

最尤法を用いた。多重比較においては，線形混合モデルの推定周辺平均に基づき，水準間

の差の検定を行った（Bonferroni 補正）。単純主効果の検定においては，石村（2021）の

手続きを参考に，群ごとに時期の水準間の差の検定を行った。 

続けて，線形混合モデルの推定周辺平均を用いて，Pre 時点を基準とした Post 時点の効

果量（Hedges’ g）と 95%信頼区間を算出した。効果量は，0.2 で小さな効果，0.5 で中程

度の効果，0.8 で大きな効果と判断した。 

なお，統計解析には IBM SPSS Statics 27 を使用した。 

5.2.6 倫理的配慮 

本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 18028）。具体

的な配慮として，研究協力依頼時に，①研究協力は任意であること，②協力を断っても不

利益が生じないこと，③答えたくない質問には答えなくて良いこと，④アンケートの提出

によって研究参加に同意したものとすることなどを説明する文書を質問紙とともに同封し

た。介入実施にあたって，養護教諭および担任教員から事前に説明を行い，介入の参加は

拒否が可能であること，授業内容に不安や抵抗感がある者は申し出るように説明すること

を依頼した。実際には，拒否を示した生徒はいなかったが，拒否を示した生徒がいた場合

には，他教室での自主学習とする対応をとることとした。 

 

5.3 結果 

5.3.1 分析対象者 

 Pre 時点の調査にて不備や欠損がある者と，Post 時点の調査のいずれかの尺度の全項目

に無回答であった者を除く，215 名（男子 61 名，女子 154 名；抑うつ高群 134 名，抑う

つ低群 81 名）を対象とした。各尺度得点の記述統計量を Table5-1 に示す。 

5.3.2 活性化 

活性化得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table5-2），交互作用と時期の主効果

は有意ではなかった（F (1, 206.75) = 2.15, p = .14；F (1, 206.75) = 1.69, p = .19）。一方，

群の主効果が有意であり（F (1, 210.38) = 4.76, p = .03），多重比較の結果，抑うつ高群に

比べて抑うつ低群の活性化得点が高かった。効果量を算出した結果，対象者全体，抑うつ

高群，抑うつ低群において，g =-1.29, 0.11, -2.33 であった（Table5-2）。 

5.3.3 回避 

回避得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table5-2），交互作用と時期の主効果は

有意ではなかった（F (1, 212.36) = 0.04, p = .85；F (1, 212.36) = 0.08, p = .78）。一方，

群の主効果が有意であり（F (1, 213.05) = 51.05, p = .00），多重比較の結果，抑うつ低群

に比べて抑うつ高群の回避得点が高かった。効果量を算出した結果，対象者全体，抑うつ

高群，抑うつ低群において，g =-0.33, -0.35, -0.09 であった（Table5-2）。 

5.3.4 抑うつ 

抑うつ得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table5-2），交互作用が有意であった

（F (1, 205.34) = 32.28, p = .00）。単純主効果の検定の結果，抑うつ高群において介入前

後にかけての抑うつ得点の減少が示され（p <.05），抑うつ低群において抑うつ得点の増加
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が示された（p <.05）。また，群の主効果においても有意であり（F (1, 209.91) = 272.82, p 

= .00），多重比較の結果，抑うつ低群に比べて抑うつ高群の抑うつ得点が高かった。一方，

時期の主効果は有意ではなかった（F (1, 205.34) = 2.06, p = .15）。効果量を算出した結果，

対象者全体，抑うつ高群，抑うつ低群において，g =-1.47, -4.59, 3.56 であった（Table5-

2）。 

 

 

 

 

5.4 考察 

本研究の目的は，問題解決訓練を実施し，活性化／回避をプロセス変数と位置づけ，そ

の効果的な変容をもって抑うつの予防的効果を検討することであった。本研究の結果から，

活性化／回避の効果的な変容を示す統計的有意差は認められなかった一方，対象者全体と

抑うつ高群の回避において，小程度の効果量が示された。 

本研究の仮説は，問題解決訓練によって問題解決スキルを習得することで，ストレッサ

Pre Post Pre Post Pre Post

M M M M M M

SD SD SD SD SD SD

SE SE SE SE SE SE

(95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl)

BADS-SF

活性化 0-30 9.83 9.21 8.58 8.66 11.08 9.77

6.39 7.18 5.78 6.86 6.57 7.36

0.47 0.48 0.75 0.75 0.58 0.59

(8.90 to 10.77) (8.27 to 10.16) (7.11 to 10.05) (7.18 to 10.14) (9.94 to 12.23) (8.60 to 10.93)

回避 0-18 4.40 4.32 5.88 5.74 2.92 2.89

3.65 3.91 4.10 4.47 2.83 3.08

0.25 0.25 0.39 0.39 0.30 0.31

(3.91 to 4.88) (3.83 to 4.80) (5.11 to 6.65) (4.97 to 6.51) (2.32 to 3.52) (2.29 to 3.49)

CES-D

抑うつ 0-60 17.06 16.33 25.56 21.93 8.57 10.73

10.26 9.39 8.61 9.72 3.92 6.36

0.49 0.50 0.78 0.80 0.60 0.61

(16.09 to 18.03) (15.34 to 17.32) (24.03 to 27.08) (20.35 to 23.50) (7.38 to 9.75) (9.54 to 11.93)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

Table 5-1

各尺度得点の記述統計量

得点範囲

全体（N  = 215） 高群（N  = 134） 低群（N  = 81）

F 値 p 値 η
2
p F 値 p 値 η

2
p F 値 p 値 単純主効果の検定 (p値) η

2
p 全体 高群 低群

BADS-SF

活性化 1.69 0.19 0.01 4.76 0.03 0.02 2.15 0.14 - 0.01 -1.29 0.11 -2.23

(-1.50 to -1.08) (-0.20 to 0.41) (-2.53 to -1.92)

回避 0.08 0.78 0.00 51.05 0.00 0.19 0.04 0.85 - 0.00 -0.33 -0.35 -0.09

(-0.52 to -0.14) (-0.66 to -0.04) (-0.33 to 0.15)

CES-D

抑うつ 2.06 0.15 0.01 272.82 0.00 0.57 32.28 0.00 高群：pre>post (0.00) 0.14 -1.47 -4.59 3.56

低群：pre<post (0.00) (-1.68 to -1.26) (-5.18 to -3.99) (3.18 to 3.95)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

***p <.001, **p <01, *p <.05

時期 群 時期×群
Hedge's g

(95% Cl)

Table 5-2

線形混合モデルの結果
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ーに対する対処行動が促進され，その結果，活性化の増加と回避の減少といった効果的な

変容が生じ，抑うつ低減効果をもたらすことであった。本研究の仮説を踏まえると，対象

者全体で活性化と回避の効果的な変容を示す統計的有意差が示されなかった理由として，

①問題解決訓練によって問題解決スキルが習得されなかった，②対処行動を日常生活で実

行できなかった，③対処行動に強化子が随伴しなかった，といった可能性が考えられる。 

①の問題解決訓練による問題解決スキルの習得については，本研究では測定できていな

いため，今後は，高校生に適用可能な効果指標を用いて検討を行う必要がある。しかしな

がら，対象者全体の回避に小程度の効果量が示されたことを踏まえると，介入前よりも介

入後において，回避的な対処行動が減少した可能性が推測される。加えて，対象者全体の

活性化においては，大きな効果量が示された。このことは，対処行動の生起頻度が減少し

た可能性も考えられる一方，本研究で実施した「第４段階：解決策の選択と決定」におけ

る案出した解決策に対する評価を行うワークにおいて，１）問題解決の可能性の予測，２）

自分にとって良い結果が得られるか，３）周囲にとって良い結果が得られるか，４）実行

可能か，５）周囲に悪い影響は生じないか，の５つの観点から評価を行った。これによっ

て，対処行動を生起させる前に，問題解決に対してより効果的な対処行動を検討するよう

になったことで，対処行動の生起頻度そのものは減少し，対象者全体の抑うつにおいて大

きな効果量が示された可能性が考えられる。 

また，②対処行動の遂行や，③強化子の随伴の有無という点から，介入以外の場面にお

いて，対処行動の遂行を促し，強化子を随伴させる手続きに課題があると考えられ，日常

生活における介入効果の般化の問題が明らかとなった。本研究で実施した問題解決訓練を

用いた介入プログラムでは，「からかわれたとき」「イライラしたとき」といった，対人場

面を想起しやすい例示場面を取り上げ，望ましい結果が獲得できるかどうかといった，強

化事態の随伴の有無を予想し，評価することを求めた。これによって，案出した解決策の

なかでも，より強化事態が随伴しやすいと考えられる対処行動の活性化を促すことをねら

いとしていた。しかしながら，高校生は対人ストレス場面に対して，回避の機能をもつコ

ーピングを多く行うことが指摘されており（吉川，2004），本研究が対象とした生徒におい

ても，回避の機能をもつ解決策の案出に偏った可能性がある。そのため，回避的な機能を

もつ解決策の案出に偏り，強化事態が随伴する対処行動の活性化には至らなかった可能性

がある。活性化が抑うつに及ぼす影響性は，回避によって調整されることが指摘されてい

ることから（首藤他，2018），高校生を対象に問題解決訓練を実施する際には，強化事態が

随伴する対処行動を強調して解決策を案出させる手続きが，活性化と回避の効果的な変容

に重要である可能性が考えられる。 

以上のことから本研究では，活性化と回避の効果的な変容を示す統計的有意差は確認さ

れなかったが，対象者全体と抑うつ高群の回避において，小程度の効果量が示された。本

研究における問題解決訓練の実施が回避の効果的な変容をもたらし，抑うつの予防的効果

を示唆できる可能性が考えられた。 
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第６章 研究５：被援助志向性および活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメント

の有効性の検討 

6.1 問題と目的 

 研究３および研究４において，被援助志向性を効果的に変容させるための心理教育と，

活性化／回避に焦点を当てた問題解決訓練を行い，抑うつの予防的効果や介入内容の問題

点，工夫などが示唆された。そこで本研究では，援助要請に関する心理教育と問題解決訓

練を併用した介入を実施し，被援助志向性および活性化／回避の効果的な変容に着目して，

予防的効果を検討することとした。 

 加えて，研究３および研究４では，全日制高校に通う生徒を対象としたが，本研究では，

精神的健康に関するリスクが比較的高い生徒が多いことが指摘されている（神原・吉良・

尾形，2019），定時制高校に通う生徒を対象とすることとした。 

 

6.2 方法 

6.2.1 対象者 

 定時制高校に通う生徒 197 名（男子 89 名，女子 88 名，その他５名，記入漏れ 15 名；

午前部 55 名，午後部 114 名，夜間部 28 名；１年生 61 名，２年生 52 名，３年生 49 名，

４年生 35 名；平均 16.74 歳，SD = 1.51 歳）を対象とした。事前に担任教員および養護教

諭から介入と調査に関する説明を受け，研究参加を希望し，同意した者を対象とした。 

 対象となった高校は定時制高校であり，在学中も働きながら通学している者が多いこと，

卒業後はすぐに就職する人が多いことなどが挙げられる。発達障害が疑われる者や，不登

校経験のある者など，特別な教育ニーズを必要とする生徒も多く存在する。 

6.2.2 調査および介入手続き 

2022 年 7 月の第一週に介入を実施した。研究協力校からの要望があり，Pre 時点および

Post 時点の質問紙調査を，授業の冒頭と終了間際の授業時間内に実施した。介入は午前部，

午後部，夜間部に分けて実施し，１回ずつ 90 分の授業枠で行った。授業時間の内訳は，

Pre 時点の質問紙調査 15 分，介入授業 60 分，Post 時点の質問紙調査 15 分であった。 

6.2.3 介入内容 

保健体育の授業枠１回 90 分（うち，質問紙調査実施 30 分，介入授業 60 分）で，援助

要請に関する心理教育と問題解決訓練を実施した。介入プログラムおよびワークシートの

作成を筆者が担当し，介入実施者はスクールカウンセラーが担当した。援助要請に関する

心理教育の内容に関しては，研究３と同様，高校生を対象とし，認知に焦点を当てたスト

レスマネジメントプログラムを紹介している，嶋田他（2010）を参考とした。介入授業で

用いた教材は，パワーポイントのスライドを提示することで，視覚的に分かりやすくする

工夫を用いた。介入授業のなかで用いる例は，生徒同士の関係性やトラブルについて，事

前に担任教員から聴き取りを行ったうえで，生徒の日常生活に近い例を用いることとした。 

問題解決訓練については，研究４と同様，高橋他（2010）の手続きを参考とした。 

まず，ここ一週間の自分の気持ちの変化を振り返り，ある出来事を経験したあと，スト

レス反応や感情は変化することに気づきを促した。次に，自分によく生じるストレス反応

にあてはまるものを考えさせ，ストレス反応の知覚を促した。続けて，出来事と感情の間

には，認知があり，その認知によって感情や行動が変化することを説明した。出来事には，
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自分で対処できる問題と自分だけでは対処できない問題があることを取り上げ，自分で対

処できる問題を「なんとかなるさん」，自分だけでは対処できない問題を「どうしようもな

いさん」と呼び，直面した問題がどちらのタイプなのか考えることで，効果的な対処行動

を選択できることを説明した。そして，対処行動のレパートリーを拡充させるため，問題

解決訓練を実施した。研究４と同じく，案出した解決策には，１）問題解決の可能性の予

測，２）自分にとって良い結果が得られるか，３）周囲にとって良い結果が得られるか，

４）実行可能か，５）周囲に悪い影響は生じないか，の５つの観点で評価を求めた。最も

評価が高かった解決策について，日常生活で実行するための実行計画を立て，さらに効果

の予測と気分の変化について考えるワークを行った。最後に，今日の授業で学んだことは，

日常生活のさまざまな場面で使えることを説明し，要点を振り返るまとめを行った。  

6.2.4 調査材料 

①被援助に対する肯定的態度と懸念・抵抗感：被援助に対する認知的評価を測定するこ

とを目的として，友人に対する被援助志向性尺度（本田他，2011）を用いた。本尺度は, 被

援助を求める相手として友人を想定し，友人に対する被援助志向性を測定する。被援助志

向性尺度は，「被援助に対する肯定的態度」と「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」の 2

因子 13 項目によって構成されており, 十分な信頼性と妥当性が確認されている。4 件法 

「あてはまらない（１点）」から「あてはまる（４点）」 で実施し, 得点が高いほど被援助

志向性が高いことを示している。なお，下位尺度である「被援助に対する懸念・抵抗感の

低さ」について，本来は逆転処理を行い使用するが，本研究では逆転処理を行わず，得点

が高いほど被援助に対する懸念・抵抗感が高いことを表すこととした。 

②活性化および回避：活性化／回避を測定することを目的として， Behavioral 

Activation for Depression Scale - Short Form；BADS-SF（Manos, Kanter, & Luo, 2011）

の日本語版（山本他，2015）を用いた。本尺度は，「活性化」「回避」の２因子による全８

項目で構成されている。「活性化」は，抗うつ行動の活性化の程度を測定し，「回避」は課

題などからの回避行動の程度を測定する。行動の変容の程度を「全く当てはまらない（０

点）」から「完全に当てはまる（６点）」の ７件法で測定する。得点が高いほど，活性化お

よび回避の行動傾向が強いことを表す。山本他（2015）によって，信頼性と妥当性が確認

されている。 

③抑うつ：抑うつを測定することを目的として， Center Epidemiologic Studies 

Depression Scale；CES-D （Radloff，1977）の日本語版（島・鹿野・北村・浅井，1985）

を用いた。本尺度は，全 20 項目で構成されている。最近１週間の状態について「滅多にな

いか，あっても１日未満（０点）」から「ほとんどそんな状態，１週間で５日以上（３点）」

の４件法で測定する。得点が高いほど，抑うつ傾向が強いことを表す。16 点がカットオフ

ポイントとされ，それ以上の場合にはうつ病の発症リスクが高いとされる。島他（1985）

によって，信頼性と妥当性が確認されている。 

6.2.5 分析方法 

まず，Pre 時点の抑うつの高低によって，介入前後にかけての変化が異なると予想した

ことから，抑うつの指標である CES-D のカットオフ値 16 点以上を抑うつ高群，それ以外

の者を抑うつ低群とした。 

次に，介入効果を検討するため，時期（pre，post），群（抑うつ高群，抑うつ低群）を
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固定効果，個人とクラスを変量効果とした線形混合モデルを実施した。推定法は制限付き

最尤法を用いた。多重比較においては，線形混合モデルの推定周辺平均に基づき，水準間

の差の検定を行った（Bonferroni 補正）。単純主効果の検定においては，石村（2021）の

手続きを参考に，群ごとに時期の水準間の差の検定を行った（Bonferroni 補正）。 

続けて，線形混合モデルの推定周辺平均を用いて，Pre 時点を基準とした Post 時点の効

果量（Hedges’ g）と 95%信頼区間を算出した。効果量は，0.20 で小さな効果，0.50 で中

程度の効果，0.80 で大きな効果と判断した。 

なお，統計解析には IBM SPSS Statics 27 を使用した。 

6.2.6 倫理的配慮 

本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 19056）。具体

的な配慮として，研究協力依頼時に，①研究協力は任意であること，②協力を断っても不

利益が生じないこと，③答えたくない質問には答えなくて良いこと，④アンケートの提出

によって研究参加に同意したものとすることなどを説明する文書を質問紙とともに同封し

た。介入実施にあたって，養護教諭および担任教員から事前に説明を行い，介入の参加は

拒否が可能であること，授業内容に不安や抵抗感がある者は申し出るように説明すること

を依頼した。実際には，拒否を示した生徒はいなかったが，拒否を示した生徒がいた場合

には，他教室での自主学習とする対応をとることとした。 

 

6.3 結果 

6.3.1 分析対象者 

 Pre 時点の調査にて不備や欠損がある者と，Post 時点の調査のいずれかの尺度の全項目

に無回答であった者を除く，154 名（男子 73 名，女子 73 名，不明８名；抑うつ高群 97

名，抑うつ低群 57 名）を対象とした。各尺度得点の記述統計量を Table6-1 に示す。 

6.3.2 被援助に対する肯定的態度 

肯定的態度得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table6-2），交互作用，時期の主

効果，群の主効果はいずれも有意ではなかった（F (1, 149.87) = 0.01, p = .92；F (1, 149.87) 

= 2.63, p = .11；F (1, 153.00) = 0.64, p = .42）。効果量を算出した結果，対象者全体，抑

うつ高群，抑うつ低群において，g =-1.13, -0.98, -0.65 であった（Table6-2）。 

6.3.3 被援助に対する懸念・抵抗感 

回避得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table6-2），交互作用は有意ではなかっ

た（F (1, 147.73) = 2.28, p = .13）。一方，時期の主効果が有意であり（F (1, 147.73) = 12.21, 

p = .00），Pre から Post にかけて，懸念・抵抗感得点の減少が示された。また，群の主効

果が有意であり（F (1, 152.34) = 50.10, p = .00），多重比較の結果，抑うつ低群に比べて

抑うつ高群の懸念・抵抗感得点が高かった。効果量を算出した結果，対象者全体，抑うつ

高群，抑うつ低群において，g =-1.45, -1.70, -0.52 であった（Table6-2）。 

6.3.4 活性化 

活性化得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table6-2），交互作用が有意であった

（F (1, 148.95) = 5.97, p = .02）。単純主効果の検定の結果，抑うつ高群は減少が示され（p 

=.00），抑うつ低群においても減少が示された（p =.00）。また，時期の主効果が有意であ

り（F (1, 148.95) = 41.49, p = .00），多重比較の結果，Pre から Post にかけて活性化得点
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の減少が示された。さらに，群の主効果が有意であり（F (1, 151.33) = 28.58, p = .00），

多重比較の結果，抑うつ高群に比べて抑うつ低群の活性化得点が高かった。効果量を算出

した結果，対象者全体，抑うつ高群，抑うつ低群において，g =-4.17, -2.12, -3.61 であっ

た（Table6-2）。 

6.3.5 回避 

回避得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table6-2），交互作用が有意傾向であっ

た（F (1, 150.41) = 2.99, p = .09）。単純主効果の検定の結果，抑うつ高群は減少傾向であ

り（p =.06）。また，群の主効果が有意であり（F (1, 152.02) = 39.98, p = .00），多重比較

の結果，抑うつ低群に比べて抑うつ高群の回避得点が高かった。一方，時期の主効果は有

意ではなかった（F (1, 150.41) = 0.59, p = .44）。効果量を算出した結果，対象者全体，抑

うつ高群，抑うつ低群において，g =-0.48, -1.29, 0.38 であった（Table6-2）。 

6.3.6 抑うつ 

抑うつ得点を従属変数とした線形混モデルの結果（Table6-2），交互作用が有意であった

（F (1, 145.80) = 5.97, p = .02）。単純主効果の検定の結果，抑うつ高群は減少が示された

（p =.00）。また，時期の主効果においても有意であり（F (1, 145.80) = 15.24, p = .00），

多重比較の結果，Pre から Post にかけて抑うつ得点の減少が示された。さらに，群の主効

果においても有意であり（F (1, 152.09) = 201.08, p = .00），多重比較の結果，抑うつ低群

に比べて抑うつ高群の抑うつ得点が高かった。効果量を算出した結果，対象者全体，抑う

つ高群，抑うつ低群において，g =-1.85, -2.47，-0.44 であった（Table6-2）。 
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Pre Post Pre Post Pre Post

M M M M M M

SD SD SD SD SD SD

SE SE SE SE SE SE

(95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl)

被援助志向性

肯定的態度 4-24 14.27 13.80 13.97 13.46 14.58 14.13

4.76 5.40 4.46 5.12 5.25 5.91

0.42 0.43 0.52 0.52 0.52 0.52

(13.44 to 15.11) (12.95 to 14.64) (12.95 to 14.99) (12.44 to 14.48) (13.25 to 15.91) (12.79 to 15.48)

懸念・抵抗感 4-28 11.64 11.10 14.33 13.56 8.95 8.64

5.14 5.09 5.01 5.19 3.24 2.99

0.37 0.37 0.45 0.45 0.59 0.59

(10.91 to 12.37) (10.36 to 11.84) (13.44 to 15.22) (12.66 to 14.45) (7.78 to 10.11) (7.47 to 9.81)

BADS-SF

活性化 0-30 13.06 11.03 10.22 8.95 15.91 13.11

6.67 5.87 5.40 5.16 7.12 6.08

0.49 0.49 0.59 0.60 0.77 0.77

(12.11 to 14.02) (10.07 to 11.99) (9.05 to 11.38) (7.78 to 10.13) (14.39 to 17.44) (11.58 to 14.63)

回避 0-18 7.05 6.88 9.33 8.78 4.77 4.98

4.50 4.75 4.34 4.79 3.12 3.67

0.35 0.35 0.42 0.42 0.55 0.55

(6.36 to 7.74) (6.19 to 7.57) (8.49 to 10.17) (7.94 to 9.62) (3.68 to 5.86) (3.89 to 6.07)

CES-D

抑うつ 0-60 18.06 16.85 27.34 25.39 8.77 8.32

11.76 11.36 9.07 9.46 3.96 4.11

0.65 0.65 0.79 0.79 1.02 1.03

(16.78 to 19.33) (15.58 to 18.13) (25.79 to 28.89) (23.83 to 26.95) (6.75 to 10.79) (6.29 to 10.35)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

Table 6-1

各尺度得点の記述統計量

得点範囲

全体（N  = 154） 高群（N  = 97） 低群（N  = 57）

F 値 p 値 η
2
p F 値 p 値 η

2
p F 値 p 値 単純主効果の検定 (p値) η

2
p 全体 高群 低群

被援助志向性

肯定的態度 2.63 0.11 0.02 0.64 0.42 0.00 0.01 0.92 - 0.00 -1.13 -0.98 -0.65

(-1.37 to -0.89) (-1.28 to -0.68) (-1.03 to -0.28)

懸念・抵抗感 12.21 0.00 0.08 50.10 0.00 0.25 2.28 0.13 - 0.02

-1.45 -1.70 -0.52

(-1.70 to -1.19) (-2.03 to -1.37) (-0.89 to -0.14)

BADS-SF

活性化 41.49 0.00 0.22 28.58 0.00 0.16 5.97 0.02 高群: pre>post (0.00) 0.04 -4.17 -2.12 -3.61

低群: pre>post (0.00) (-4.57 to -3.77) (-2.47 to -1.77) (-4.21 to -3.01)

回避 0.59 0.44 0.00 39.98 0.00 0.21 2.99 0.09 高群: pre>post　(0.06) 0.02 -0.48 -1.29 0.38

(-0.71 to -0.26) (-1.60 to -0.98) (0.01 to 0.75)

CES-D

抑うつ 15.24 0.00 0.09 201.08 0.00 0.57 5.97 0.02 高群: pre>post (0.00) 0.04 -1.85 -2.47 -0.44

(-2.12 to -1.59) (-2.85 to -2.1) (-0.81 to -0.06)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

***p <.001, **p <.01, 
†

p <.10

時期 群 時期×群
Hedge's g

(95% Cl)

Table 6-2

線形混合モデルの結果
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6.4 考察 

 本研究の目的は，援助要請に関する心理教育と問題解決訓練の併用による介入を実施し，

被援助志向性および活性化／回避の効果的な変容に着目した，抑うつの予防的効果を検討

することであった。本研究の結果から，被援助に対する懸念・抵抗感の減少が時期の主効

果によって示された。また，抑うつ高群において，回避の減少傾向が示された。したがっ

て，本研究で実施した援助要請に関する心理教育と問題解決訓練の併用による介入プログ

ラムは，対象者全体に被援助に対する懸念・抵抗感の効果的な変容と，抑うつ高群におい

て回避の効果的な変容をもたらしたことが示唆された。 

研究３で実施した，援助要請に関する心理教育を用いた介入では，抑うつ高群において

被援助に対する懸念・抵抗感の効果的な変容は示されなかった。その理由の１つには，抑

うつ状態でみられる無気力や活動性の低下といった症状が，他者に援助を求めるための行

動を抑制した可能性が推測された（Garland & Zigler，1994）。そのため，本介入では，活

性化／回避に対するアプローチとして，問題解決に効果的な対処行動を選択するために，

効果の予測を行うワークを行った。具体的には，ストレッサーに対して，「自分で対処でき

る問題」もしくは「自分だけでは対処できない問題」を評価させたうえで，「自分で対処で

きる問題」に対しては，自分で実行可能な解決策を選択し，「自分だけでは対処できない問

題」に対しては，他者に援助を求める解決策を選択することで，問題解決に効果的に対処

できる可能性が高まるという理解を促した。その結果，本介入では対象者全体において被

援助に対する懸念・抵抗感の減少と，抑うつ高群において回避が減少したことを示唆され

た。したがって，本介入で実施したワークによって，抑うつ高群においては，他者に援助

を求める解決策を選択肢に含められたことに加えて，効果の予測を行ったことで対処行動

の生起が促進されたため回避が減少し，被援助に対する懸念・抵抗感の効果的な変容がも

たらされた可能性がある。 

その一方で，抑うつ低群においては，回避の変化は示されなかった。抑うつ低群の生徒

は，抑うつ高群の生徒よりも比較的健常な状態像にあると推測され，もともと回避的な行

動傾向は少なかったと考えられる。加えて，本研究では学校側の要望により，Pre 時点と

Post 時点の質問紙調査を介入授業の時間内に実施したため，介入後に日常生活でストレッ

サーに直面する機会がなかったため，回避の変化が示されなかった可能性がある。 

また，活性化に関しては，対象者全体において介入前後にかけて減少や，大きな効果量

が示された。過剰な活性化は精神疾患のリスクを高めることが指摘されており（Cloninger, 

Svrakic,& Przybeck, 1993），活性化を単に増加させるだけではなく，適応的な水準となる

ように効果的に変容させることが抑うつ予防において重要と考えられる。本研究の対象者

は，Pre 時点の活性化得点が研究４の対象者よりも 3.23 点高かった。そのため，介入前は

不適切もしくは効果が小さい対処行動を過剰に遂行していたが，より良い対処行動を選択

および実行できるようになったことで，活性化が減少した可能性が考えられる。 
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第７章 総合考察 

7.1 本博士論文のまとめ 

 本博士論文の目的は，高校生の抑うつに影響を及ぼす心理的変数をプロセス変数として

位置づけ，その効果的な変容を確認することで，高校生を対象としたストレスマネジメン

トの抑うつ予防効果を明らかにすることであった。 

 研究１の結果から，高校生を対象とした認知行動療法に基づくストレスマネジメントに

おいて，介入によって操作可能であり，プロセス変数として設定可能な心理的変数として，

「被援助志向性」と「活性化／回避」が有用な変数であることが示唆された。そのため，

被援助志向性と活性化／回避が抑うつに対して影響を及ぼすことが確認されれば，抑うつ

予防を目的とした介入において，これらの変数を効果的に変容させることで有効性が期待

できる可能性が考えられた。 

 研究２の結果からは，被援助志向性の２側面である「被援助に対する肯定的態度」と「被

援助に対する懸念・抵抗感」が，「活性化」と「回避」を媒介して抑うつに影響を及ぼすこ

とが示された。このことから，「被援助に対する肯定的態度」，「被援助に対する懸念・抵抗

感」，「活性化」，「回避」を効果的に変容させることで，抑うつ予防において有効な介入を

提供できると示唆された。 

 研究１および研究２の結果を踏まえて，研究３，研究４，研究５では，高校生を対象に

抑うつ予防を目的とした介入研究が行われた。 

研究３では，被援助志向性の効果的変容を目的とした，論理情動療法に基づく心理教育

を実施した。その結果，抑うつ低群において，介入前後にかけての懸念・抵抗感の減少が

示された。その一方で，抑うつ高群の被援助に対する懸念・抵抗感は変化が示されず，ま

た，被援助に対する肯定的態度については抑うつ高群と抑うつ低群のいずれも変化は示さ

れなかった。このことから抑うつ高群においては，まず“対処行動”の側面に焦点を当て，

無気力の改善や活動性の向上をねらいとしたアプローチを行うことが重要である可能性が

示唆された。加えて，被援助に対する肯定的態度に対するアプローチとして，研究３で実

施したワークでは自分で対処可能と判断したため，他者に援助を求めることを肯定的に捉

える認知には結びつかなかった可能性がある。そのため，自分だけでは対処に限界がある

と判断されるような場面を取り上げる必要性が示唆された。 

研究４では，活性化／回避の効果的な変容を目的とした，問題解決訓練を用いた介入を

実施した。その結果，活性化／回避の効果的な変容を示す統計的有意差は示されなかった

が，対象者全体と抑うつ高群の回避において，小程度の効果量が示された。このことから，

本介入で実施した問題解決訓練は日常生活で対処行動の遂行を促し，強化子を随伴させる

手続きに課題があることが示唆された。 

研究５では，被援助志向性と活性化／回避の効果的な変容を目的とした介入を実施し，

研究３および研究４で示唆された課題を踏まえて，援助要請に関する心理教育と問題解決

訓練を用いた介入プログラムを実施した。その結果，対象者全体における被援助に対する

懸念・抵抗感の減少と，抑うつ高群にのみ回避の減少傾向が示された。このことから，本

研究で実施した介入プログラムは，被援助志向性と活性化／回避の両方に着目したことで，

抑うつ高群においては，対処行動の遂行を促進させ，強化事態の随伴によって，被援助に

対する懸念・抵抗感が減少したことが示唆された。 
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7.2 高校生を対象としたストレスマネジメントの予防的効果 

 本節では，高校生を対象としたストレスマネジメントの有効性と，本博士論文で用いた

予防的効果を実証するための手続きについて，考察を行う。 

児童生徒を対象としたストレスマネジメントは，抑うつやストレス反応といったアウト

カム変数に対する効果量が，複数のメタ分析によって示されている（Horowitz & Garber，

2006；Kambara & Kira, 2021；Kraag et al., 2006；森田他，2015；Werner-Seidler et al., 

2017）。本博士論文の第２章で実施したメタ分析の結果では，高校生を対象とした認知行

動療法に基づくストレスマネジメントの実践を対象に実施したところ，介入の有効性を示

すのに十分な効果量は認められなかった。その理由として，主に２点が挙げられる。一点

目は，第２章で実施したメタ分析では，介入プログラムを受け，なおかつ統制群の意味を

もたない群は介入群としてみなしてメタ分析の対象としたことが挙げられる。たとえば，

介入前時点において比較的健常な水準にあった抑うつ低群は，介入前後にかけて抑うつ得

点の変化が生じにくかった可能性がある。実際に，介入前時点の対象者の状態像をもとに

群を設定し，抑うつに対する介入効果の検討を行った Sugiyama et al.（2020）を参照す

ると，抑うつ低群の効果量は g = 0.05 とほとんどなかったのに対して，抑うつ高群は g = 

-0.46 と中程度の効果量であった。このことを踏まえると，同一の学級集団の生徒であって

も状態像の違いによって介入効果に差異があるため，メタ分析の結果に影響した可能性が

ある。しかしながら，実際の学校現場での実践を想定した際に，既存の教育形態を活かし，

学級集団を対象として実践が展開されていくことが主となると考えられる。そのため，学

級集団を対象としたストレスマネジメントの目的が予防であることを鑑みると，アウトカ

ム変数よりも，プロセス変数の効果的な変容に着目して，介入効果を検討していくことが

重要と考えられる。二点目は，通常学級に在籍する生徒を対象としたことから，介入前時

点において比較的健常な抑うつ水準にあったと考えられるため，介入前後にかけての抑う

つの変化は生じにくかった可能性が考えられる。本博士論文では，通常学級を対象とした

ストレスマネジメントの実践を前提としていることを踏まえると，抑うつが高い生徒だけ

ではなく，抑うつの水準が低い生徒も含めた，学級集団に所属するすべての生徒を対象と

して介入効果を検証していく必要がある。そのため，アウトカム変数の変化に基づく介入

効果の検証だけでは，すべての生徒を対象としての予防的効果を十分に検討することはで

きないと考えられる。 

そこで本博士論文では，プロセス変数として，被援助志向性と活性化／回避の効果的な

変容に着目して，予防的効果の検討を行った。その結果，プロセス変数の効果的な変容に

着目する手続きを用いることで，高校生を対象としたストレスマネジメントの予防的効果

を示すことができたと考えられる。本博士論文において，研究３では抑うつ低群において

被援助に対する懸念・抵抗感の減少，研究４では対象者全体と抑うつ高群の回避に小程度

の効果量が示された。したがって，研究３および研究４では，一部の対象者に有効性が示

されたものの，対象者全体に有意な介入効果が示されなかった。そこで，研究３および研

究４の結果から示唆された課題を踏まえ，研究５においては，抑うつ高群の被援助に対す

る懸念・抵抗感に影響を及ぼすことが想定された，対処行動の効果の予測にアプローチを

行うためのワークや，活性化／回避へのアプローチとして日常生活における実行計画を考
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えるワークを実施した。その結果，研究５では対象者全体に被援助に対する懸念・抵抗感

の減少と，抑うつ高群に回避の減少傾向が示された。今後は，予測されるストレッサーに

対する反応性の変化を捉えることで，プロセス変数の効果的な変容が行動変容に寄与して

いることを確認していくことが求められる。 

 さらに，プロセス変数の効果的な変容に着目して予防的効果を検討する手続きは，以下

のような実践上の利点が考えられる。一点目は，学校側の受け入れやすさが挙げられる。

たとえば，通常学級の生徒を対象にストレスマネジメントを実施する場合に，学校側に“抑

うつ”にアプローチすることを目的とした介入であるという説明をした場合，「抑うつやス

トレスが重篤な生徒はいないので，自分の生徒には必要ない」，「抑うつやストレスを授業

で扱うことは，逆効果になりうる」といった抵抗感や懸念を抱かせてしまう可能性がある。

しかしながら，認知や行動の効果的な変容を重要視した介入であるという説明は，教育現

場の考え方にも合致するため，理解を得られやすいと考えられる。二点目は，介入プログ

ラムのセッション数を必要最低限に抑制させることにつながるという点が挙げられる。

Werner-Seidler et al.,（2017）によるメタ分析で対象となった，海外の学校現場で実施し

たストレスマネジメントの多くは，８～12 セッションで構成されていたことが報告されて

いる。日本においても，さまざまな介入内容が含まれた複数のセッションによって構成さ

れるプログラムを実施し，何らかの心理的変数の変化を確認することで，介入効果を検討

していることが少なくない（たとえば本田，2016；石川他，2010）。このような場合，介

入プログラムのなかでどのような介入要素によって介入効果がもたらされたのか明らかに

することができないため，対象者にとって必要な介入内容だけを提供することが難しく，

学校側の負担の大きさや介入プログラムの再現性に課題が残る。しかしながら，本博士論

文の研究３および研究４の結果から，研究５の介入内容を選定したように，どのような介

入内容を実施した際に，どのようなプロセス変数の効果的な変容が示されたのかが明らか

になれば，目的に対して必要な介入内容のみを提供することが可能になる。このような観

点は，学校現場の負担の軽減や，実践上の制約をクリアにすることにつながると考えられ，

学校現場におけるストレスマネジメントの普及において重要といえる。 

  

7.3 本博士論文の結果の一般化可能性について 

 研究３，研究４，研究５で実施したストレスマネジメントは，各研究において単一集団

のみに実施した。介入の一般化可能性を検討するうえで参考となる観点として，RE-AIM

モデル（Glasgow, Vogt, & Boles, 1999）が挙げられる。RE-AIM モデルでは，得られた研

究知見を実社会に還元していくために重視すべき５つの観点として，reach（到達度），

effectiveness（有効性），adoption（採用度），implementation（実施精度），maintenance

（維持度）が挙げられている。RE-AIM モデルの考え方は，予防や健康増進を目的とした

研究分野において多く用いられており，オーストラリアや南東ヨーロッパにて実施されて

いる子育て支援や（Jansen et al., 2022；小竹，2013），知的障害をもつ子どもの身体活動

およびメンタルヘルス改善のための介入（Yang, Liang, & Sit, 2022）などの有効性に関す

るエビデンス構築に活用されている。本節では，それぞれの対象者の特徴や実態を踏まえ

たうえで，RE-AIM モデルの５つの観点を参考に，各研究で得られた介入効果の一般化可

能性について考察を行う。 
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reach（到達度）とは，全国の高校生を母集団と想定した場合に，対象となった生徒が適

切であったか，という観点である。先行研究では，佐賀県と沖縄県の地域の高校生 5,737

名を対象に， CES-D を用いて抑うつ得点を調査した結果，佐賀県の高校生は平均 18.4（SD 

= 8.8）点，沖縄県の高校生は平均 18.3（SD = 8.6）点であったことが報告されている（高

倉・栗原・堤，2003）。本博士論文で対象とした高校生の，介入前時点における対象者全体

の抑うつ得点は，研究３は平均 18.55（SD = 0.52）点，研究４は平均 17.06（SD = 0.49）

点，研究５は平均 18.06（SD = 0.65）であった。したがって，本博士論文で対象とした高

校生は，高倉他（2003）の先行研究にて対象となった高校生と同程度の抑うつ得点であっ

たと考えられる。しかしながら，本博士論文ではプロセス変数の効果的な変容をもって予

防的効果を検証することを目的としていたことからも，抑うつ水準の高さだけではなく，

対象となった集団の特徴や実態についても考慮していく必要がある。加えて，本博士論文

では，高校生の多くに共通する特性的な変数として，被援助志向性と活性化／回避に着目

し，ストレスマネジメントの実施および効果の検討を行った。本博士論文で実施したよう

な予防を目的としたストレスマネジメントの有効性が期待される条件として，学校に通学

しており普段の授業も出席できていること，一定の言語理解能力を有していること，重大

ないじめや被災経験などの心的外傷体験に起因するストレス反応ではなく，日常的なスト

レッサーに起因するストレス反応を扱うことで有効性が期待されることが挙げられる。そ

の一方で，抑うつに影響を及ぼす心理的変数はさまざまであることから，個人と集団内の

相互作用をアセスメントし，介入手続きを選定することは，有効なストレスマネジメント

の実施に不可欠と考えられる。また，それぞれの介入研究で対象となった学校と高校生に

ついては，研究３では私立高校の２年生，研究４では私立高校の１年生，研究５では定時

制高校の１年生から４年生であった。高等学校は，全日制高校，定時制高校，単位制高校，

全寮制高校など，多様な形態の高校が存在する。このような観点から，高等学校は学校ご

との状態像のばらつきが大きいといえる。そのため，たとえば同一の介入内容を実施した

場合でも，介入内容の理解度が異なるといったことが想定される。今後は対象となる学校

や高校生のアセスメント，学校側のニーズなどを踏まえたうえで，目標とプロセス変数の

設定，介入内容の選定を行うことも重要と考えられる。実際に，工業高校の１年生を対象

にストレスマネジメントを行った，杉山他（2020）の実践では，担任教員から聞き取りを

行ったうえで，ケースフォーミュレーションの手続きを援用し，学級集団内で生じている

問題について整理を行った（Figure 7-1）。さらに，各クラスの雰囲気やトラブルについて，

三項随伴性に基づくアセスメントを行い，その結果を踏まえて，介入のターゲットと目標，

介入内容を決定している（Figure 7-2）。今後のストレスマネジメントの発展のためには，

本博士論文のように対象者の多くに共通する特定的な変数をプロセス変数として着目する

という観点を基盤としながら，どのような対象に対してどのような手続きを選択すると，

結果的に介入効果が得られるか，という「機能」に着目して議論を行うことが求められる。 
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 effectiveness（有効性）とは，介入に参加した生徒のアウトカム変数やプロセス変数の

改善に関する観点である。先述した通り，研究３では抑うつ低群において被援助に対する

懸念・抵抗感の減少，研究４では対象者全体と抑うつ高群の回避に小程度の効果量が示さ

れた。したがって，研究３および研究４では，対象者全体あるいは統計的に有意な介入効

果が示唆されなかった。そこで，研究３および研究４の結果から示唆された課題を踏まえ，

研究５においては，抑うつ高群の被援助に対する懸念・抵抗感に影響を及ぼすことが想定

された，対処行動の効果の予測にアプローチを行うためのワークや，活性化／回避へのア

学級集団内における
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三項随伴性に基づく理解

問題行動を
示す個人への
個別の介入

Figure 7-1 ケースフォーミュレーションの手続きを援用した学級集団内の問題の整理過程
（杉山他（2020）を参考に作成）
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Figure 7-2 三項随伴性に基づくアセスメントを踏まえた，介入のターゲットと目標，介入内容の決定
（杉山他（2020）を参考に作成）
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プローチとして日常生活における実行計画を考えるワークを実施した。その結果，研究５

では対象者全体に被援助に対する懸念・抵抗感の減少と，抑うつ高群に回避の減少傾向が

示された。このことから本博士論文では，プロセス変数の効果的な変容に着目する手続き

を用いることで，高校生を対象としたストレスマネジメントの予防的効果を示唆すること

ができたと考えられる。ただし，フォローアップを含めた長期的な介入効果の検討はでき

ていないため，今後は数か月後および数年後の抑うつ水準を収集し，予防的効果を検討し

ていく必要がある。 

 adoption（採用度）とは，母集団に対して介入実施参加率がどれくらいかであったか評

価する観点である。本博士論文において対象となった学校は，著者が所属する研究室にス

トレスマネジメント実践の依頼があり，研究室との継続的な研究協力体制が構築されたう

えで実施に至ったという経緯がある。そのため，本研究で対象となった学校は，特定の資

源をもっていた学校といえる。本博士論文で実施したストレスマネジメントは，それぞれ

単一集団においてのみ実施しており，学校現場におけるストレスマネジメントの普及は，

今後の課題といえる。実際に，小学生を対象に問題解決訓練を用いたストレスマネジメン

トを対面方式と動画視聴方式で実施し，効果の比較を行った実践では，対面方式と動画視

聴方式ともにプロセス変数である認知の偏り得点が改善したことから，介入内容の理解に

差異はみられなかったことが示唆されている（Sugiyama, Koseki, Kishino, Koizumi, & 

Ishikawa, 2022）。高校生の場合，標準的な言語理解能力があれば，IT 機器を活用した授

業であっても小中学生よりも介入内容を理解しやすいと考えられる。また，特に都心部以

外の学校は，対面で外部の専門家などを招いて実施することが物理的に難しいケースも想

定される。IT 機器を活用したストレスマネジメントが展開していくことで，日本全国にス

トレスマネジメントを提供することが可能になると期待される。 

 implementation（実施精度）とは，介入実施者によって，効果の違いが生じた可能性を

評価する観点である。介入実施者については，研究３，研究４，研究５のいずれにおいて

も，著者が中心となって実施した。介入補助者として，研究３および研究４では著者と同

じ研究室に所属する大学院生，研究５では著者が所属する研究室と継続的に研究協力関係

にあるスクールカウンセラーが協働した。主たる介入実施者である著者と介入補助者は，

認知行動療法を専門とし，公認心理師，認知行動療法師®，認知行動療法スーパーバイザー

®の資格をもつ大学教員から十分な指導を受けたうえで実施した。どのような知識や専門

的スキルを身に付けた者から指導や訓練を受けることで，ストレスマネジメントの質の担

保につながるのかについても，今後の知見の蓄積が求められる。 

maintenance（維持度）としては，日常生活で変化しにくい特性変数をプロセス変数と

して設定し，効果的な変容が確認されたことで，長期的な介入効果が期待できると考えら

れる。今後は，予測されるストレッサーに対する反応性の変化を捉えることで，プロセス

変数の効果的な変容が行動変容に寄与していることを確認していくことが必要と考えられ

る。 

以上のことから，研究３，研究４，研究５で実施したストレスマネジメントは，一部の

有効性は確認されているものの，到達度，採用度，実施精度，維持度に関しては，今後の

課題として挙げられる。今後は，本節で述べたような実践上の工夫や今後の課題などを踏

まえ，実際の学級集団や生徒に適応させ，学校現場にストレスマネジメントを社会実装し
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ていくための知見の蓄積が求められる。 

 

7.4 本博士論文の臨床的示唆と今後の課題 

本博士論文では，これまでの高校生を対象としたストレスマネジメントの実践を整理す

るなかで，多くの高校生に共通して抑うつに影響を及ぼす要因であり，介入において操作

可能なプロセス変数であることが示唆された，被援助志向性と活性化／回避をプロセス変

数として着目した。被援助志向性および活性化／回避が，抑うつに及ぼす影響性を調査研

究で明らかにし，さらに，学校現場で実施しやすい１回のみの介入においても予防的効果

を示唆したことに意義があると考えられる。高校生を対象とした認知行動療法に基づくス

トレスマネジメントは，生徒が現在抱えている心理的不適応や問題行動の改善のみならず，

生徒自身がストレスに効果的に対処するための認知あるいは行動を身に付けることで，将

来にわたってうつ病をはじめとした精神疾患の予防に寄与することが期待される。  

海外と日本におけるストレスマネジメントの特徴的な違いとして，海外では二次予防も

しくは三次予防を目的に，すでにある程度リスクの高い対象者を抽出して実施する場合が

多いことが挙げられる。そのため，本博士論文のように一次予防を目的として学級集団を

対象に実施するストレスマネジメントとは，区別して考える必要がある。加えて海外の研

究では，どのようなパッケージ化されたプログラムや技法を用いたか，といった手続きに

関する議論が中心となることが多い。しかしながら，日本の教育現場の実態を踏まえると，

授業時間の確保の難しさや，受け入れる学校側の負担の大きさから，セッション数の多い

海外の介入プログラムをそのまま適用させることは，現実的ではない。すなわち，今後の

ストレスマネジメントの発展のためには，どのような対象に対してどのような手続きを選

択すると，結果的にストレス低減という成果が得られるか，という「機能」に着目して議

論を行うことが求められる。これにより，必要最低限のセッション数で，有効なストレス

マネジメントが提供できるようになると考えられる。このような観点は，実証性と再現性

の担保のために不可欠であり，学校現場にストレスマネジメントを普及や定着にもつなが

ることが期待される。 

また，今後の課題として，学校現場にストレスマネジメントを普及していくための工夫

が求められる。近年では，自殺予防を目的とした「SOS に関する出し方教育」の推進や（文

部科学省初等中等教育局児童生徒課長・厚生労働省大臣官房参事官，2018），令和４年度か

ら改訂された高校の学習指導要綱では保健体育にて「精神疾患の予防と回復」が扱われる

ようになった。このような枠組みを活用することによって，ストレスマネジメントの普及

が期待される。また，そのほかにも，学校現場にストレスマネジメントを普及させていく

ための具体的内容として，ストレスマネジメントを実施する授業時間の確保，学校側の受

け入れ体制の整備，指導案や介入資料作成に参考となるテキストやコンテンツの入手しや

すさなどが必要と考えられる。加えて，近年の学校現場における ICT 授業の推進に伴う，

IT 機器などを活用したオンラインや録画によるコンテンツ配信なども，ストレスマネジメ

ントの普及に貢献することが期待される。具体的には，外部の心理の専門家が用意した介

入内容に関する映像を教員が授業で使用するなどといった手続きなどが挙げられる。実際

に，小学生を対象とした実践も報告されており，介入内容の理解には対面で実施した場合

と同程度の効果がみられたことも報告されている（Sugiyama et al., 2022）。 
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また，ストレスマジメントの目的を一次予防とした場合に，学校側や生徒のニーズに対

して行う介入目標や介入の強度の設定は，研究間でばらつきが大きいことが課題として挙

げられる。この課題を解決するためには，教育課程においてストレスマネジメントの位置

づけを明確にすることが，介入方針や介入目標の共有，また学校や生徒に応じた柔軟な介

入実施のための基盤となる点で，重要と考えられる。また，発達段階などを踏まえた長期

的な視点と，教科間の横のつながりを意識することにつながることに加えて（文部科学省，

2021），学校全体の教員間や介入者と，ストレスマネジメントの目標の共有や連携を円滑

にするうえで役立つと考えられる。それによって，ストレスマジメントの普及および継続

的な実施にもつながると期待される。 

最後に，本研究の限界について述べる。本研究で実施した３つの介入研究（研究３，研

究４，研究５）においては，いずれも対照群を設定していないことから，本研究の結果が

介入以外の影響を受けた可能性は否定できない。今後，多層ベースライン法やウェイティ

ングリストの設定によって，より詳細に介入効果を検討する必要がある。次に，本博士論

文では活性化／回避といった心理的変数に焦点を当てたが，質問紙を用いた自己報告のデ

ータに基づいており，実際には，日常生活における行動変容と，対象者が「対処行動に強

化事態が出現した」という随伴性認知の獲得によって，介入の有効性を示す必要性がある。

そして，本博士論文では，プロセス変数の効果的な変容をもって予防的効果を検討したが，

介入の数週間後の測定にとどまっており，抑うつに及ぼす長期的な影響性までは検討でき

ていない。今後は，長期的な予後についても検討を行う必要性があると考えられる。 
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日
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年
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番
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ねんれい

歳
さい

性別
せいべつ

実施
じっし

責任者
せきにんしゃ

桜美林
おうびりん

大学
だいがく

　リベラルアーツ学群
がくぐん

　小関
こせき

　俊祐
しゅんすけ

本
ほん

アンケート実施
じっし

に関
かん

するお問
と

い合
あ

わせ先
さき

042-797-8934（桜美林
おうびりん

大学
だいがく

小関
こせき

研究室
けんきゅうしつ

）
skoseki@obirin.ac.jp

男
おとこ

  ・ 女
おんな

  ・ その他
た

確
かく

　認
にん

　事
じ

　項
こう

◆ この調査
ちょうさ

は任意
にんい

であり、強制
きょうせい

ではありません。あなたの自由
じゆう

意思
いし

で、回答
かいとう

を中断
ちゅうだん

したり、

　 回答
かいとう

を拒否
きょひ

することができます。なお、この調査
ちょうさ

用紙
ようし

を提出
ていしゅつ

していただいたことで、

　 調査
ちょうさ

へ同意
どうい

いただいたとさせていただきます。

◆ 成績
せいせき

とはまったく関係
かんけい

ありません。

◆ 正
ただ

しい答
こた

えや、間違
まちが

った答
こた

えというものはありませんから、

　 だれかと相談
そうだん

したり、まねをしたりしないで、あなたの考
かんが

えで答
こた

えてください。

◆ 先生
せんせい

、家族
かぞく

、友
とも

だちなど、あなたの知
し

っている人がこの調査
ちょうさ

をみることはありません。

   ですから、あなたの思
おも

っていることを正直
しょうじき

に答
こた

えてください。

◆ この調査
ちょうさ

結果
けっか

は統計
とうけい

処理
しょり

され、個人
こじん

および学校
がっこう

が特定
とくてい

されない形
かたち

で、

   心理学
しんりがく

に関
かん

する学会へ報告、発表する可能性があります。
　がっかい　　ほうこく　　　　はっぴょう　　　　　　かのうせい　　　　　　　　　　　　　　　　

日常生活
にちじょうせいかつ

に関
かん

する調査
ちょうさ

組
くみ



 

３１ 

 

資料 5-1 ストレッサーを測定する質問紙 

 

イライラしたり、悩んだり、
負担だ（嫌だ、困る）と感じたことが

よ
く
あ
っ

た

た
ま
に
あ
っ

た

あ
ま
り
な
か
っ

た

全
然
な
か
っ

た

非
常
に
い
や
だ
っ

た

か
な
り
い
や
だ
っ

た

少
し
い
や
だ
っ

た

全
然
い
や
で
な
か
っ

た

1 友達とけんかをしたことについて 3 2 1 0 3 2 1 0

2
授業内容が、よくわからなかったこと
について

3 2 1 0 3 2 1 0

3
カバンなど学校指定のものを使わなけ
ればならないことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

4
勉強しているのに、成績が伸びなかっ
たことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

5
友達と話していて、意見や考え方の食
い違いがあったことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

6
勉強しても理解できなかったことにつ
いて

3 2 1 0 3 2 1 0

7
服装についての規制が厳しいことに
ついて

3 2 1 0 3 2 1 0

8 先生に偉そうにされたことについて 3 2 1 0 3 2 1 0

9
用事があって部活動を休みたい日が
あっても休みづらかったことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

10
校門指導などの学校内での規制に
ついて

3 2 1 0 3 2 1 0

11
試験や成績のことが、気になったこと
について

3 2 1 0 3 2 1 0

　以下の学校生活での出来事について、過去数カ月を振り返って、イライラしたり、悩んだり負
担だ（嫌だ、困る）と感じたことはありますか。また、その時、その出来事をどう感じたかについ
てあなたがあてはまると思う番号に各々、１つずつ○をつけて下さい。
　ただし、「経験の度合い」が“全然なかった”に○をした場合には、「どう感じたか」については
○をつけなくても結構です。

経験の度合い どう感じたか



 

３２ 

 

資料 5-2 ストレッサーを測定する質問紙 

 

イライラしたり、悩んだり、
負担だ（嫌だ、困る）と感じたことが

よ
く
あ
っ

た

た
ま
に
あ
っ

た

あ
ま
り
な
か
っ

た

全
然
な
か
っ

た

非
常
に
い
や
だ
っ

た

か
な
り
い
や
だ
っ

た

少
し
い
や
だ
っ

た

全
然
い
や
で
な
か
っ

た

12
部活動で帰りが遅くなったことについ
て

3 2 1 0 3 2 1 0

13
先生にうるさく注意されたことについ
て

3 2 1 0 3 2 1 0

14
友達に無視されたり、相手にされな
かったりしたことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

15
自分が思うように、勉強がはかどらな
かったことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

16
自分が希望する学校（会社）に合格で
きるかということについて

3 2 1 0 3 2 1 0

17
校則が厳しく、規制してあることにつ
いて

3 2 1 0 3 2 1 0

18
部活動で休日も休みにならない日が
あったことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

19
先生に頭ごなしに怒られたことについ
て

3 2 1 0 3 2 1 0

20
友達に自分の思っていることや考え
を、伝えられなかったことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

21
試験の成績が悪かった時、先生に勉強
していないと決めつけられたことにつ
いて

3 2 1 0 3 2 1 0

22 先生がえこひいきをしたことについて 3 2 1 0 3 2 1 0

23
友達に自分の思いとは違うことを、言
われたことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

24
気だけあせって、勉強に集中できない
ことについて

3 2 1 0 3 2 1 0

25
先生の気分によって生徒に対する態度
が変わることについて

3 2 1 0 3 2 1 0

経験の度合い どう感じたか
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資料６ 被援助志向性を測定する質問紙 

 

あ
て
は
ま
ら
な
い

や
や
あ
て
は
ま
ら
な
い

や
や
あ
て
は
ま
る

あ
て
は
ま
る

1
友人
ゆうじん

は、自分
じぶん

の抱
かか

えている問題
もんだい

を真剣
しんけん

に考
かんが

えては

くれないだろう
1 2 3 4

2
友人
ゆうじん

は、自分
じぶん

の抱
かか

えている問題
もんだい

を理解
りかい

してくれない

だろう
1 2 3 4

3 友人
ゆうじん

は、自分
じぶん

の抱
かか

えている問題
もんだい

を解決
かいけつ

できないだろう 1 2 3 4

4
友人
ゆうじん

が、自分
じぶん

の期待
きたい

通
どお

りに応
こた

えてくれるかどうか、

心配
しんぱい

になる
1 2 3 4

5
友人
ゆうじん

に援助
えんじょ

を求
もと

めると、自分
じぶん

が弱
よわ

い人間
にんげん

に

思
おも

われそうである
1 2 3 4

6
友人
ゆうじん

は、相談
そうだん

内容
ないよう

についての秘密
ひみつ

を守
まも

ってくれない

だろう
1 2 3 4

7
友人
ゆうじん

に援助
えんじょ

を求
もと

めると、自分
じぶん

が能力
のうりょく

のない人間
にんげん

と

思
おも

われそうである
1 2 3 4

8
問題
もんだい

解決
かいけつ

のために、友人
ゆうじん

からの適切
てきせつ

な助言
じょげん

がほしいと

思
おも

う方
ほう

である
1 2 3 4

9
直面
ちょくめん

した困難
こんなん

な問題
もんだい

について、友人
ゆうじん

に話
はなし

を聞
き

いて

ほしいと思
おも

う方
ほう

である
1 2 3 4

10
問題
もんだい

解決
かいけつ

のために、一緒
いっしょ

に対処
たいしょ

してくれる友人
ゆうじん

が

ほしいと思
おも

う方
ほう

である
1 2 3 4

11
困難
こんなん

に直面
ちょくめん

するたびに、友人
ゆうじん

に助
たす

けられながら、

問題
もんだい

を解決
かいけつ

していく方
ほう

である
1 2 3 4

12
学校
がっこう

生活
せいかつ

を送
おく

るために、必要
ひつよう

ならば友人
ゆうじん

に援助
えんじょ

を

求
もと

める方
ほう

である
1 2 3 4

13
友人
ゆうじん

の援助
えんじょ

や助言
じょげん

は、問題
もんだい

解決
かいけつ

に大
おお

いに役立
やくだ

つと

考
かんが

える方
ほう

である
1 2 3 4

 以下
いか

のそれぞれの質問
しつもん

は、普段
ふだん

のあなたにどれくらいあてはまりますか。

1～4の数字
すうじ

であなたに最
もっと

もあてはまる数字
すうじ

に〇をつけてください。
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資料７ 活性化／回避を測定する質問紙 

 

全ま
っ
た

く
あ
て
は
ま
ら
な
い

 …

少す
こ

し
当あ

て
は
ま
る

 …

か
な
り
当あ

て
は
ま
る

 …

完
全

か
ん
ぜ
ん

に
当あ

て
は
ま
る

1
しなければならないことで、していないことが

いくらかあった。
0 1 2 3 4 5 6

2 私
わたし

は自分
じぶん

がしたことの量
りょう

や種類
しゅるい

に満足
まんぞく

している。 0 1 2 3 4 5 6

3 私
わたし

は数多
かずおお

くのさまざまな活動
かつどう

を行
おこな

った。 0 1 2 3 4 5 6

4
私
わたし

は自分
じぶん

がどのような活動
かつどう

をするか、どのような

状況
じょうきょう

に身
み

を置
お

くかについて、良
よ

い判断
はんだん

をした。
0 1 2 3 4 5 6

5 私
わたし

は活動的
かつどうてき

で、自分
じぶん

が定
さだ

めた目標
もくひょう

を達成
たっせい

した。 0 1 2 3 4 5 6

6
私
わたし

のしたことはほとんどが嫌
いや

なことから逃
に

げる

ことか、避
さ

けることだった。
0 1 2 3 4 5 6

7 私
わたし

は嫌
いや

な気分
きぶん

から目
め

を背
そむ

けるような活動
かつどう

を行
おこな

った。0 1 2 3 4 5 6

8 私
わたし

は楽
たの

しいことをした。 0 1 2 3 4 5 6

それぞれの質問
しつもん

をよく読
よ

み、今日
きょう

を含
ふく

めた過去1週間
かこ　いっしゅうかん

のあなたの状態
じょうたい

に

最
もっと

もよく当
あ

てはまると思
おも

う番号
ばんごう

を1つ選
えら

び、〇で囲
かこ

んでください。
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資料８ 抑うつを測定する質問紙 

 

滅多
めった

にない

か、あっても

1日未満
にちみまん

。

少
すこ

しある。

1週間
しゅうかん

で

1-2日程度
にちていど

。

かなりある。

1週間
しゅうかん

で3-4

日程度
にちていど

。

ほとんどそ

んな状態
じょうたい

。

1週間
しゅうかん

で5日
に

以上
ちいじょう

。

1 普段
ふだん

は何
なん

でもないことで困
こま

る 0 1 2 3

2 食
た

べたくない。食欲
しょくよく

が落
お

ちた。 0 1 2 3

3
家族
かぞく

や友人
ゆうじん

に助
たす

けてもらってもゆううつな気分
きぶん

を

払
はら

いのけることができない。
0 1 2 3

4 私
わたし

は他
ほか

の人
ひと

と同
おな

じくらいよい人間
にんげん

だ。 0 1 2 3

5 物事
ものごと

に集中
しゅうちゅう

することができない。 0 1 2 3

6 落
お

ち込
こ

んでいる。 0 1 2 3

7 何
なに

をするのもめんどうだ。 0 1 2 3

8 将来
しょうらい

に希望
きぼう

がある。 0 1 2 3

9 自分
じぶん

の人生
じんせい

は失敗
しっぱい

だったと思
おも

う。 0 1 2 3

10 何
なに

か恐
おそ

ろしく感
かん

じる。 0 1 2 3

11 熟眠
じゅくみん

できない。 0 1 2 3

12 幸
しあわ

せだ。 0 1 2 3

13 いつもより口数
くちかず

が少
すく

ない。 0 1 2 3

14 さびしいと感
かん

じる。 0 1 2 3

15 他
ほか

の人
ひと

は私
わたし

にやさしくない。 0 1 2 3

16 楽
たの

しい生活
せいかつ

だ。 0 1 2 3

17 泣
な

き続
つづ

けることがある。 0 1 2 3

18 悲
かな

しい。 0 1 2 3

19 人
ひと

は私
わたし

を嫌
きら

っていると思
おも

う。 0 1 2 3

20 何
なに

かを始
はじ

めることができない。 0 1 2 3

最近1週間
 さいきん   しゅうかん

で、以下
いか

のようなことは何日
なんにち

くらいありましたか？


